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０．１  問題の所在：基本的な課題と二つのアプローチ・研究意義  
 
































ところにある」。 (Blair,T.1998： p.1、 T.ブレア 2000：９頁 )  
 
 さて、上の引用は英国労働党元首相ブレア T. Blair が「第三の道」
という言葉を広く世に知らしめた 1998 年の論文「『第三の道』：新
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New Social Democracy、 Political Ecology、  
 New Politics、 B. Clinton(1993-2001)?、  
T. Blair(1997-2007)？       
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国家が提供する福祉は、米国に次いで貧弱であった ( 1 )。  
ただ、我が国におけるポスト福祉国家の展開について、以上にもま
して確認しておきたいことは、その提供されている選択肢の乏しさで
ある。 1982 年に首相となった中曽根康弘（ 1987 年まで首相）は、同
時代の米国のレーガン（ R.Reagan、1981 年より 1989 年まで大統領）、










 この 90 年代の閉塞した状況の中で、国民の大きな期待を集めて








ところで、大嶽は、1994 年の著書で 1980 年代の政治を分析し、「日
本の経済的自由主義が対抗イデオロギーを欠いたまま、全社会的に浸
透し、きわめて画一的な思想状況を生み出す危険を内包することにな














の政策が実施されないまま、2011 年３月 11 日大災害に直面した。そ
して、復興後の国家・社会ビジョンも提起できずに、2012 年 12 月の














































































1986 年の総選挙の結果、シラク J.Chirac を首班とする保守政権が誕
生し (1986 年～ 1988 年 )、歳出削減、民営化の促進、減税を公約した。




派で市場志向型の政権が誕生し（ 1982 年より 1988 年までコール





となった。1996 年イタリアの「オリーブの木」政権（ 2001 年まで）、
97 年イギリスブレア（ T.Blair）政権、同じくフランスジョスパン
(L.Jospin) 政 権 (2002 年 ま で ) 、 98 年 ド イ ツ の シ ュ レ ー ダ ー
(G.Schroder)政権 (2005 年まで )である。 1997 年の時点で、連立を含
めると、欧州連合 15 カ国のうちドイツとスペインを除く 13 カ国で社
会民主主義政党が政権を担当している。2000 年 11 月現在でも、同じ
く 15 カ国中スペイン、アイルランド、オーストリアを除く 12 カ国で
社会主義インター加盟党が政権を担当しており、史上初めて、ドイツ、
イタリア、イギリス、フランスの４大国でそろって左翼政党が政権を












ま ず 「 第 三 の 道 」 と い う 用 語 の 歴 史 的 経 緯 に つ い て 。 ホ ウ ェ
(S.Howe2001)によると、今日的な意味で「第三の道」を提唱したのは、





って深められた。ギデンズの『第三の道』The Third Way: The Renewal 
of Social Democracy が出版されたのは 1998 年だが、その源流とも
言える『左派右派を越えて：ラディカルな政治の未来像』"Beyond Left 
and Right : the future of radical politics"は 1994 年に出版され
ている。 1998 年２月のワシントンに於けるブレア＝クリントン会談
の政策協議後、ブレアが「『第三の道』：新しい世紀の新しい政治」
The Third Way; New Politics for the New Century を発表したのは
1998 年９月である。それが、全ヨーロッパ的に展開されるようにな
ったのは、1998 年のドイツのシュレーダー G.Schroeder 政権誕生が大
きい。「それは『第三の道』のアングロサクソン的孤高を終わらせ」
（ホウェ S.Howe 2001： 56 頁）たと言われる。ブレアとシュレーダー
の 共同声 明「 ヨーロ ッパ： 第三 の道・ 新中道 」 Europe: The Third 





な 関 係 』 の カ リ ス マ 的 シ ン ボ ル に す ぎ な い 」 （ ク ー ペ ル ス
R.Cuperus2001： 82 頁）と評されることもあるが、本研究では「『第
三の道』概念は、純粋なアングロ・サクソン的かつブレア的文脈から
切 り 離 す こ と が で き る し 、 ま た そ う す べ き で あ る 」 （ ク ー ペ ル ス























ッ パ 社 会 民 主 主 義 モ デ ル を つ く る こ と に あ る 」 （ ク ー ペ ル ス






ての社会的責任が求められる（メルケル W.Merkel2001：９－ 11 頁、





















































































国家社会像から出発する    教育の改善から出発する  
アプローチ           アプローチ  
ポスト福祉国家像   教育の改善の必要性  
     ↓                 ↓  
その一環としての  
教育のあり方  
  多様な政策分野を  
一体的に捉える必要性  
図０－２  本研究の二つのアプローチ  
 
0.1.2 教育改善のために隣接分野を一体的に把握する必要性  




















の 50％ないし 60％ ( 9 )を貧困ラインと設定し、貧困ライン以下の国民
の割合）が OECD 諸国の中でアメリカに次いで第二位であると報告さ
れ、また子どもの貧困率についても警告された。ちなみに、 2005 年
のユニセフのデータによると、子どもの貧困率 ( 1 0 )は OECD26 カ国中 10






困の再発見」は子どもの貧困の再発見でもあった ( 1 2 )。  



















































の認識」（中嶋 2010： 234 頁）なのである  ( 1 7 )。  
さて、こうした「子どもと貧困」研究について、膨大な先行研究を
網羅的に論じることはできないが、最後にその政策や制度を考える上
で重要と思われるいくつかの我が国の特徴を指摘しておく ( 1 8 )。  
まず第一に、我が国はひとり親世帯とりわけ母子世帯の相対的貧困








( 2 0 )。我が国のひとり親たちは他の国のひとり親たちと比べ、仕事に






る。そして、この子ども家庭福祉政策の貧困が第四の特徴である ( 2 1 )。 
続いて、虐待にかかわる研究について触れておきたい。厚生労働省
によると ( 2 2 )、全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応
件数は 1998 年度の 6,932 件から 2013 年度の 73,765 件と 10.6 倍に増
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幼稚園と保育所の二元化は決定的なものとなった （ 2 6）。  













が大幅に共有化されたことにより ( 2 9 )、「個別の教育・保育内容の違
いは幼保の差というより、各施設の方針によるところが大きい」（東
2012：２頁）と言われる状況を迎えている ( 3 0 )。  















































































されていく必要があろう」 (伊藤良高 2008： 71 頁 )と結論づけている

















































に関係する状態」（荻原 2008： 23 頁）であり、分立とは「国・自治
体を通じて、行政が個別分野ごとに縦割りになっている状態」（荻原










（荻原 2008： 32 頁）と論じる。ここで大切なことは「教育行政を新











考えるとき ( 4 1 )、この荻原と同じく「教育行政を新たな統合のなかで
の分立として再定位する」という立場をとっている ( 4 2 )。  
さて、最後に、広く文部科学省の政策提言に目を移してみる。同省






の教育データ（『図表で見る教育～ OECD インディケータ 2008』）、












































０．２  英国ポスト福祉国家像についての先行研究  
 




















権の政策の継続」（岡本 2006： 100 頁）、さらには拡張である。そし
て、岡本は「このような評価を下す研究者は、他にも多く見られる」











と し て 高 く 評 価 さ れ る こ と の 多 い 教 育 政 策 ＝ 教 育 改 善 推 進 地 域
（ Education Action Zones: ＥＡＺ）についても論じている。しかし、
この論文における岩橋の基本認識は「ブレア労働党政権下での教育制
度改革は、・・・経済成長政策を前提とした市場原理を基調としたも




























































リ ズ ム と 総 称 さ れ る い わ ゆ る ニ ュ ー ラ イ ト の ポ ス ト 福 祉 国 家 路 線 が 1980
年代末にその原型を作り上げたものであるが、・・・その内容は新自由 主
義と新保守主義という言葉で普通説明されるほどには単純ではない」（ 大
























































策は無力なものであった」（大田 1998： 81 頁）。それに対し、「ベ
ーカーの構想においてこそ、『福祉国家』ののちの『品質保証国家』
が登場してくるのであり、ここにおいてサッチャリズムが体制として





保証国家」の教育政策』 (2010)においては、二章でこの 1998 年の論
文と同じ題材をとりあげており、結論も変わっていない。  





















い は 消 費 者 が 選 択 し な い と い う メ カ ニ ズ ム に よ っ て サ ー ビ ス の 水 準 を 維


































しているとは言い難い ( 4 6）。  









































































































保証国家の政策の実施過程をみることができる」(大田 2010：151 頁 )。
地方自治体改革についても「『品質保証国家』の枠組みが全面的に適









田 2010：169 頁）。つまり、保守党政権下では弱体化されたり（ LEA）、
放置されたり（私立学校）していたものが、新労働党政権下では目標























































0.2.3 小堀眞裕「規制国家」 Regulatory State 論  
 































































機 関 、 営 利 、 非 営 利 の 民 間 機 関 が 協 力 し て 活 動 す る 多 機 関 協 働
Multi-Agency Working ( 5 0 )、第二にこれらの三点セットに優越する規
制国家の強まり、ということにあることがわかる。この第一の特徴が、












































の共同であった」（小堀 2005： 191 頁）。  
 
このように小堀は「三点セット」を構造的に捉え、具体的な政策例

















こととなる。教育水準局 OFSTED や教師訓練エイジェンシー Teacher 
Training Agency（ともに 1992 年設立）、監査委員会 Audit Commission
による学校や地方教育当局を対象とした査察、 OFSTED の査察等に基
づく閉校・民営化などの強制処置 (フレッシュ・スタート )がその具体













的な機関となる教育査察機関 OFSTED が保守党メージャー政権の 1992
年に設立された。また、規制国家の視点から民営化を捉えなおすと、
サッチャー政権時でも民営化された企業に対する規制は行われてい
た の で あ り 、 「 規 制 緩 和 deregulation と い う よ り は 、 再 規 制 化









































が重要な位置を占めることになった」(小堀 2010： 642 頁 )。90 年代、
「ブレアが強調するのは、社会あるいはコミュニティーへと人々を包
摂することであり、いわば、社会的排除を克服することが、ブレアに
とっての社会主義であった」（小堀 2010： 642 頁）。このように、小
堀によると、 90 年代「コミュニティ」は社会的排除の克服と一体と





堀 2010： 653 頁 )。このように、この論文でも労働党政権の「コミュ
  
44 





































０．３  本研究の構成と研究方法  
 



















域」 (Education Action Zones:ＥＡＺ )と「すべての子どもを大切に」





































表０－１  本研究の構成  
序章：  
 課題設定 、研究の意 義、先行 研究の整理 と研究仮 説及び具体 的な研究 目標














一  章   「第三の道」の基本理念①：脱物質主義  
二  章  「第三の道」の基本理念②：民主主義の民主化  

















四  章  ボランタリー・セクターの 一般的な用語の整理・特
性  
部  五  章  ボランタリー・セクターからみる英国における福祉
多元主義の展開  



















七  章  新労働党政権誕生前夜：ニューライト国家の展開  






結論＝ 「第三の道」の基本理念に基づくＥＡＺとＥＣＭの分析  
本研究のまとめ、意義、課題  
 













織の全国組織である全国ボランタリー団体協議会 (National Council 





することを目的としているから、教育水準局 (Office for Standard in 
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のようなものである。ここではとりわけ次の二点に着目する ( 1 )。 1)
経済争点の重要性の相対化＝経済中心性の政治からの脱却：価値観の
変動により、政治的争点志向が変化し、「最も顕著な政治問題が経済
的 争 点 か ら 生 活 様 式 の 争 点 へ と 移 動 す る こ と が 予 想 さ れ る 」
（ Inglehart,R.1977： p.183、イングルハート 1978： 179 頁）。すな
わち、「環境保護、生活の質、女性の役割、道徳の再定義、麻薬の使
用 、 政 治 的 ・ 非 政 治 的 な 決 定 作 成 へ の も っ と 広 範 な 国 民 の 参 加 」
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る」（ Inglehart,R.1977： p.365、イングルハート 1978： 361 頁）。
その結果、階級投票の伝統的パターン（労働者階級＝左翼政党、中産
階級＝右翼政党）や従来の社会階級的対立軸が弱まり、「政治的党派
性 の 社 会 的 基 盤 が 根 本 的 に 変 化 す る こ と が 予 想 さ れ る 」














１．２  ケインズ主義的福祉国家の限界：  
フォーディズムの議論より  
 














整様式によって成立し ( 5 )、また、「団体交渉制度、最低賃金制、社会
保障制度といった制度諸形態の結果でもあり、またその原因をもなし
ている」（山田 1993： 124 頁）。  
 
 



















様式とともに発達してきたのである」（渡辺博明 2000： 166 頁）。  









諸形態」） ( 6 )という五つの概念で資本主義を説明する。まず「危機」
について。リピエッツによると、資本主義の歴史の中で、 19 世紀末、





のが『発展モデル』である」（リピエッツ Lipietz 1990： 13 頁）。
そして、1930～ 50 年代と 1960 年代末の二つの大危機の間の発展モデ





















































る 利 潤 や 賃 金 を 不 安 定 化 さ せ た （ 山 田 鋭 夫 1994、 リ ピ エ ッ ツ



















出治 1998： 251 頁）。この価値観、それはまさしく「物質主義」とよ
べる価値観であるが、それに基づいて、人々は共通の生活様式＝アメ
リカ的生活様式を謳歌することとなる。「すべての人が商品の消費の








































とするシステム」（近藤 1998（一）： 148 頁）であり、「経済と階級


















１．３  ニューライト国家の登場と限界  
 




















































































争 的 市 場 を 育 成 す る こ と で な け れ ば な ら な い の で あ る 」













あ り 、 そ れ ゆ え 自 由 で 公 正 な 社 会 に お け る 諸 原 則 に 反 す る も の 」












































第二章  市民社会の政治化・民主化について  
 
 



































    福祉国家              ニューライト       「第三の道」  
  大きな政府        小さな政府Ⅰ      小さな政府Ⅱ     
 
国   家  
 
国   家  
 
国   家  
 
市   場  
市   場  
 
  政治化された  
  市民社会  




            政治的領域の縮小     政治的領域の拡大  































































２．２   二つの民主主義論（熟議民主主義 Deliberative Democracy


























































































多元主義にある ( 2 )。  
そして、このアソシエーティブ・デモクラシーの確立は次のような































現 実 的 に 担 保 す る そ の 論 理 の 弱 さ で あ る 。 ペ ル チ ン ス キ
（ P.Perczynsky）は次のとおり述べている。「ハーストは、自発的に
生まれ、民主的に合法化され、メンバーの内的な参加を持つボランタ








的に批判されることが多い」（篠田武司 2003： 214 頁）、「今日の先
進諸国のいずれにおいても、既存の団体の中に、『民主的』性格を有
すると認定できるようなアソシエーションが実際にはどの程度存在


















232 頁）という （ 5）。  
最後に、英国労働党の「第三の道」に大きな理論的影響を与えたと
さ れ る ギ デ ン ズ （ A.Giddens) の 民 主 主 義 論 ＝ 対 話 型 民 主 主 義







ズ 2002： 29 頁）と説明する。そして、こうした対話型民主主義の拡
大は、「民主主義の民主化」 democratizing of democracy のプロセ
スの一部である、と述べる。  
また、ギデンズによると、対話型民主主義論の出発点は熟議民主主

















































うした自由主義 ( 6 )と共同体論との論争について、野平慎二は『教育学




































る」（野平 2000： 15 頁）と評価している。しかし、自由主義と共同




































定的に重要な挑戦なのである」（ Mouffe,C.1993： p.65、ムフ 1998：










立 さ せ る よ う な 仕 方 で 再 定 式 化 さ れ な け れ ば な ら な い の で あ る 」




の 観 念 は 、 個 人 の 自 由 を 享 受 す る た め の 必 要 条 件 な の で あ る 」






な 共 通 善 の 観 念 を 中 核 に し て 組 織 で き る よ う な も の で は な い 」











































みを放棄しないであろう」（千葉眞 1995： 174 頁）。そして、そこに
おける「共通善とは、この概念の本性からして決して完全な実現には
到達しえないものである。それは、つねに地平ないしフロンティアと
してとどまる」（千葉眞 1995： 175 頁）。「共通善は歴史的時点のお
りおりに提示され、政治の試案的な規準および目標として措定され





















































２．４  ラディカル・デモクラシー論による熟議民主主義論及び  
「第三の道」への批判  
 





いるので、ここでもまず熟議民主主義論への批判を検討する ( 8 )。  
ムフの批判を端的に述べるならば、熟議民主主義が「排除なき合意
の可能性を仮定している」（ Mouffe,C.2000： p.49、ムフ 20006： 77
頁 ） こ と 、 「 完 全 に 包 括 的 な 合 意 を 探 求 す る と い う 見 当 違 い 」
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た あ る 特 殊 な 歴 史 の 産 物 と し て 理 解 し な く て は な ら な い も の 」
（ Mouffe,C.2000：p.62、ムフ 2006：96 頁）と捉えられる。つまりコ
ンテクスト主義の立場をとり、「すべての合理的で理性的な人びとに
よって受け入れられるべき、自由民主主義の合理性や普遍性を正当化
する議論」（ Mouffe,C.2000： p.66、ムフ 2006： 102 頁）を批判する。 
それではこうしたコンテクスト主義をとる意義はどこにあるのか。
それは、「正しい政治的秩序とは何かという問いについての正統な解
答の複数性」（ Mouffe,C.2000： p.62、ムフ 2006： 97 頁）という自由
主義的観念の尊重という意味合いだけではない。ムフは次のとおり論
じる。「あらゆる合意はある暫定的なヘゲモニーの一時的な帰結とし
て 、 権 力 の あ る ひ と つ の 安 定 化 と し て の み 存 在 す る 」










制度を育てること」（ Mouffe,C.2000： p.105、ムフ 2006： 162 頁）こ
そが死活問題であるとムフは考える。なぜならば、そうすることによ
り、常に社会関係に異議が申し立てられ、それを政治の舞台に登場さ





























ムフ 2006： 180 頁）。つまり「第三の道」は「新自由主義の権力関係
に挑戦しようとはせず、自らの役割を、『グローバリゼーション』の
不可避な運命に人びとが順応するための些細な修正に限定してしま
っている」（ Mouffe,C.2000：pp.5-6、ムフ 2006：11 頁）。従って「第
三の道」は「新しいヘゲモニーを構築しようとするのではなく、新自
由 主 義 の ヘ ゲ モ ニ ー に 降 伏 し て い る に す ぎ な い の で あ る 」





p.121、ムフ 2006： 183 頁）。  
そして、「第三の道」のこうしたグローバリゼーションへの対応に
対し、ムフは「もうひとつのグローバリゼーション」（ Mouffe,C.2000：


















































避の境位である」（千葉 1995： 114-115 頁）とし、「総合的にみた場
合、大衆民主主義状況は、一般民衆の脱政治化状況、無関心、政治的
受動性、政治的無責任といったデモクラシーにとって致命的な諸契機



















治的正義に代えて、経済的正義」（千葉 1995： 85 頁）があてがわれ
る。「支配システムは、失業対策やインフレ抑制策などを通じて、み
ずからの権力を増強させ、それと同時に貧窮者や労働者の脱政治化を























図書で引用している N.ボッビオ Bobbio の次の一文が示唆的である。
「ある国で達成された民主化の状態を判断する規準は、もはや『誰が』
投票するかではなく『どこで』投票できるかを見極めることである」




























的な経済の発生に寄与する」（ Mouffe,C.2000： p.126、ムフ 2006：
























































は再びリピエッツ Lipietz の議論に目を向ける。  
リピエッツが示すオルタナティブのキーワードは、個人と集団の
「自律性」、個人と集団とのあいだの「連帯」、「エコロジー」であ
る（リピエッツ Lipietz 1990： 101 頁）。そして、リピエッツは七つ
の指針 ( 1 )を提起しているのだが、ここでは、「福祉国家にとって代わ
るべきものがあるとすれば、それはむしろ『福祉共同体』であろう。
それは、家族単位の共同体ではなく、むしろ地域社会である」（リピ

































福祉サービスの提供と社会統合 ( 2 )はかくしてなされる。  
さて、リピエッツのこの「福祉共同体」についての論議は、以下の
点で注目すべきである。第一に福祉サービスの受給者も含めて「『自

















３．２  福祉多元主義とは  
 
表３－１  福祉多元主義  
    供    給   財  源  規制 2 
福祉国家   行  政  部  門     政  府  政  府  
ニューライト  民  間  営  利  部  門  民 間 営 利 部
門 ( 受 益 者 負
担 ) 









民 間 （ 受 益 者
負担や寄付）  
政 府 や 供 給


















































ー 組 織 の 将 来 に 関す る ウ ル フ ェ ン デン 報 告 Wolfenden Committee 
Report(1978）が出された後にイギリスで一般的に使われるようにな


















け 、 そ の 社 会 的 規 制 を お こ な う 役 割 を 高 め る こ と に な る だ ろ う 」






削 減 す る こ と は ま っ た く 可 能 な こ と で あ る 」 （ Johnson,N.1999: 






















































































という主張であった」（ Gould,A.1993:p.6、グールド 1997：６ -７頁）。
ここにおいて、日本は「福祉多元主義に与して福祉国家の理念を放棄」






か も し れ な い 。 ア メ リ カ と 日 本 が そ の よ い 例 で あ ろ う 」
































































state) 、 「 契 約 国 家 」 (contract state) 、 「 企 業 家 国 家 」






れ る 条 件 を 創 出 し 、 そ れ を 維 持 す る 責 任 を 果 た す 国 家 で あ る 」 ( 5 )




は 供 給 者 よ り も 条 件 整 備 者 （ enablers ） と な っ て い る 」
（ Johnson,N.1999 : p.25、ジョンソン 2002： 26 頁）。  
このように、条件整備国家とは、「公共サービスを自ら生産するよ
り も 、 そ れ が 提 供 さ れ る こ と を 確 保 す る こ と に 責 任 を も つ 」






























































第四章  「第三の道」におけるボランタリー組織  
 
 


































賢治 1999b： 19 頁）。こうした理解から、協同組合、共済組織、ＮＰ
Ｏ（ヨーロッパでは association と表現される）からなる組織を一括
し て 、 「 非 営 利 ・ 協 同 組 織 」 （ Non-Profit and Co-operative 
Organizations）とよばれ、この非営利・協同組織が担う国民経済の















たように、無視されてきた ( 3 )。それに対し、1970 年代以降ボランタリ
ー組織が世界的に増加し、そのような二元論を超えて、この二つの領
域に加えて、第三の領域が社会の構成領域として認識されるようにな































４．２  ボランタリー組織の特性と「第三の道」  
 
次に、このボランタリー組織の特性（特徴）についても様々な議論
が な さ れ て い る 。 例 え ば 富 沢 賢 治 は 次 の 四 点 を 挙 げ て い る （ 富 沢
1999a： 12-13 頁）。  
①  開放性（開かれた組織、自発性にもとづく加入・脱退の自由）  







だとした（日詰一幸 2000： 255 頁）。  
①  形式性（法人もしくは活動の継続性など組織的整備がされているこ
と）  
②  非政府性  
  
107 
③  利益の非配当原則  
④  自己統治性（外部の組織によってコントロールされることなく、自
己の活動を自分で管理する力があること）  













り 、 営 利 企 業 が 営 利 の 獲 得 を 目 的 と す る 組 織 for-Profit 
Organization であるのに対し、「非営利・共同組織」は Not-for-Profit 










































































































































































































































































５．１  英国ボランタリー・セクターの伝統  
 




こととなった ( 1 )。そして、制度発足 16 年を経た今日、特定非営利活動
法人（ＮＰＯ法人）の数は 50,822 法人に達している（ 2016 年２月末現
在、内閣府ＮＰＯホームページ http://www.npo-homepage.go.jp/）。ま














度を新たに導入した ( 3)。  
 また、2011 年３月 11 日の東日本大震災後、被災３県（岩手県、宮城
































































ービス協議会 (National Council of Social Service)を設立し、その
活動を根強く持続させ、同協議会は 1980 年に全国ボランタリー団体協











































額も 2000 年の税制改正でこれまで設けられていた上限が廃止された ( 7 )
（雨宮孝子 2004 等参照）。  
 













しない」（『アルマナック 2007』： p.7）。 2006 年にサードセクターオフ






いる。③利益非分配原則 non-profit-distribution ( 9)。④自己統治性
self-governance。⑤自発性 voluntarism。⑥非営利性 (公益性 )private 











Matters: Change for Children – Working with voluntary and community 











「ここでは voluntary and community sectors という用語を厳格に定
義はしていない。私たちはここでは、voluntary and community  sector
を、社会的企業 social enterprise の特性を持つ組織を含み、一般チ
ャリティ general charities やボランタリー・セクターよりは広い概
念として用い、一方、サードセクターや非営利 non-profit、社会的経
済 social economy よりは狭い概念として用いている」(DfES2004b: p.4)。 
また、2009 年の DCSF の文書『サードセクター戦略とアクションプラ





voluntary and community organisations、チャリティー、社会的企業、
協同組合・共済組織を含む」（ DCSF2009:p.4）。  
さ ら に 、 財 務 省 及 び 内 閣 府 (HM Treasury and Cabinet 
Office2007,p.6)では、サードセクターは実に多様な組織を包み込んで
いるとした上で、それを構成する組織を以下のように分類している。








している組織である。②社会的企業： 2005 年には 55,000 以上を数え、
一 部 は voluntary and community organisations や 協 同 組 合
cooperatives の カ テ ゴ リ ー に 含 ま れ る 。 ③ 協 同 組 合 ・ 共 済 組 織
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者の世界でも同様である。ハリス他（ Harris,M., Rochester,C. and 
Halfpenny,P.：2001）は次のとおり述べている。「ウルフェンデン委員















マナック 2012』：p.19 等）( 1 0 )。また、2010 年の年鑑によると、2007/2008
年 度 の イ ン グ ラ ン ド と ウ ェ ー ル ズ に お け る 登 録 チ ャ リ テ ィ の 数 は
163,372 であり、その内一般チャリティの数は 146,788 である（『アル
マナック 2010』： p.90）。さらに、『アルマナック 2010』はボランタリ
ー 組 織 と い う 用 語 の 他 に 「 市 民 社 会 組 織 」 (civil society 
organisations)という用語も用いている。これらは国家や市場から独
立して活動する組織であり、UK全体における市民社会組織は 2007/2008
年で 900,000、その中心的な組織として一般チャリティが 171,000 あり、
他にスポーツクラブ 127,010、協同組合 (co-operative)が 4,600、独立
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図５－１  ボランタリー・セクターにかかわる用語の関係図  
 
５．３  福祉多元主義の展開：  
「契約文化」の登場から「パートナーシップ文化」へ  
 
 さて、 1970 年代半ば以降、英国でもケインズ主義的福祉国家の行き
詰まりが指摘される中で、 1978 年のウルフェンデン委員会 (Wolfenden 












(Compulsory Competitive Tendering)と 1990 年の「 NHS 及びコミュニ






















公開等が導入された（伊藤善典 2006： 217 頁、他参照）。  
次に「 NHS 及びコミュニティ・ケア法」は、病院での長期入院から在
宅を中心とするコミュニティ・ケアへの移行を進めるためコミュニテ















1992 年と労働党政権が誕生する前夜の 1996 年を比較した。  







15 倍、営利組織の契約時間は約 25 倍に膨れあがっている。  
 
表５－１  高齢者ケアサービスの民営化   （塚本一郎 2002 より作成）  
  1992 年  1996 年  
施設ケア  
売上高  
公共セクター  ￡ 260，900 万  ￡ 227，700 万  
民間セクター (計 ) ￡ 459，800 万  ￡ 604，000 万  
   非営利  
   営利  
￡ 65,900 万  
￡ 393,900 万  
￡ 99,600 万  












   非営利  
   営利  
6,800 時間  
32,300 時間  
100,700 時間  























述べたとおり、1998 年、英国労働党政府と VCS はコンパクト (Compact）
と呼ばれるパートナーシップ協定を結んだ。これは福祉多元主義発展
のエポック・メイキングとなる協定であった。このコンパクトの端緒
となったのは、 1996 年のディーキン (Deakin)委員会報告「ボランタリ






創る」（ Building the Future Together)で中央政府とボランタリー・
セクターとのパートナーシップの基盤としてコンパクトが必要なこと
を述べ、コンパクトの締結を約束した。そして、労働党政権に代わっ
た 1997 年７月、NCVO 内にワーキング・グループが設置されコンパクト
の草案作成が始まり、 25,000 の組織との協議を経て、 1998 年 11 月ナ
ショナル・コンパクトが締結された。  
ブレア首相の前書きで始まるこのコンパクトは、まずもってボラン

















































































コンパクトの履行を推進、監督する。文化省 Department for Culture, Media 
and Sport、教育雇用省  Department for Education and Employment、環境・
交通・地域省 Department of the Environment Transport and the Regions、
保健省 Department  of Health、 社会保障省 Department of Social Security、  
スコットランド省 Scottish Office、  ウェールズ省 Welsh Office、  北アイ























カッティング・レビュー (The Role of the Voluntary and Community 














コミュニティ活性化室（ Active Community Unit）に１億 8,800 万ポン
ド、フューチャービルダー (Futurebuilders) (1 4 )に１億 2,500 万ポンド
を提供することを述べている ( 1 5 )。また、このレビューの作成には財務
省財務担当副大臣 Financial Secretary to the Treasury を座長とし、
内閣府 Cabinet Office、  文化省 Department for Culture, Media and 
Sport、 環 境 食 糧 省 Department for Environment, Food and Rural 
Affairs, 教育技能省 Department for Education and Skills、国際開
発省 Department for International Development、保健省  Department 
of Health、運輸自治省  Department for Transport, Local Government 
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and the Regions、労働年金省  Department for Work and Pensions、
内務省  Home Office、法務省  Lord Chancellor’ s Department の 10
大臣が参加している。まさしく省庁横断的＝ジョインド・アップ政府




Funding 、「協議と政策評価」 Consultation & Policy Appraisal（以
上 2000 年５月、なお 2005 年に「資金提供」は「資金の提供と獲得」  
Funding and Procurement に改定）、「黒人と少数民族ボランタリー組織」
Black and Minority Ethnic Voluntary and Community Organisations
（ 2001 年２月）、「ボランティア活動」 Volunteering（ 2001 年 10 月、





５．４  「パートナーシップ文化」の地方及びコミュニティへの発展  
 
 地方レベルでも 1999 年４月にドーセット Dorset で最初のローカル
コンパクトが締結され、 2004 年４月の中央政府とボランタリー・セク
ターとの年次集会では、翌年３月末までにすべての地方当局でローカ
ルコンパクトが締結されるよう目標設定が行われた ( 1 6 )。NCVO が提供す
るウェッブサイト Compact Voice（ http://www.compactvoice.org.uk/）に
よると、 2012 年１月 31 日現在イングランドの地方当局の内 97％がロ
ーカルコンパクトを締結している。  
ローカルコンパクトの内容はその地域によって大きく異なる ( 1 7)。今
















と発展しているわけである（今井良広 2005a 等参照）。  
この多機関協働による代表的なコミュニティ戦略が地域戦略パート
ナーシップ（ Local Strategic Partnership）である (1 8 )。地域戦略パ




















トの性格転換」（今井良広 2005a、 149-150 頁）が生じている、と評さ
れる。  
さらに、地域戦略パートナーシップを支援する主要な補助金が近隣







戦略パートナーシップへの平均交付額は、 2001 年には 227 万 2730 ポ








５．５  「パートナーシップ文化」の意義と課題  
 

































































各所に見られる」（金川幸司 2007： 56 頁）と、小堀同様、規制国家論


































となるが、それに加えて、2014 年に発行された最新の年鑑 The UK Civil 
Society Almanac 2014 （以下『アルマナック 2014』）が 2011 年度（ 2011





６．１  ボランタリー・セクターの現状  
 















表６－１   一般チャリティの数    （網掛け：連立政権下）  
 ￡ １ 万 以
下  
￡１万～  
10 万  
￡ 10 万 ～
100 万  
￡ 100 万




1995 109,384 10,164 1,331 121 121,000 
2000 126,219 12,838 1,701 206 140,964 
2004 95,570 51,394 19,064 2,930 290 169,247 
2007 91,067 53,971 21,470 4,128 438 171,074 
2009 87,683 51,090 20,432 4,084 474 163,763 
2011 82,391 52,815 21,257 4,270 533 161,266 
『アルマナック 2006』（縮刷版）p.4、『アルマナック 2006』p.44、『アルマナッ





図６－１  ボランタリー・セクターの収入と支出  
                    （￡ 10 億）（ 2012 年４月プライスで補正） 
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ャル・ケアサービス分野が一番多く 31,091 団体で全体の 19％を占める。
ちなみにこの数はイングランドの初等学校の数 16,971 のほぼ 2 倍にあ
たる。続いて文化・レクレーション分野 22,677 団体、宗教 13,552、
PTA13,147 となっており、プレイグループ・保育は 7,910、教育は 7,775
である（『アルマナック 2012』 pp.23-24）。  
 
6.1.2 公共サービスの受託  
 
 
図６－２  ソーシャル・ケアサービスにおける労働者数  （千人）  

































図６－３  機関別収入源  （￡ 10 億、 2011/12 プライスで補正）  











政権交代による緊縮財政の影響のほうが大きいことがわかる ( 3 )。  
また、 2006 年のアルマナックは一般チャリティ全収入に占める公共
セクターからの収入の割合 ( 4 )を 1995 年度と 2003 年度とで比較してい
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図６－４  政府機関からの収入内訳  






付」 voluntary income は、国家及び地方政府さらにはヨーロッパ等か
らの補助金、個人や企業からの寄付等である。富くじ National Lottery
からの分配金もここに含まれる。「投資・利子」 invest income は株の
4.8  4.8  5.3  5.8  4.9  4.5  4.4  3.9  3.0  3.1  3.0  2.6  
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図６－５  収入のタイプ別内訳  （￡ 10 億、 2011/12 プライスで補正）  





至っている（ちなみに 2001/02 年度は「補助金・寄付」収入 47.1％「販








(『アルマナック 2007』： p.39)と述べている。同様に 2009 年の年鑑の
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 図６－６  販売収入の取引相手  （￡ 10 億、2011/12 プライスで補正）  







図６－７  組織分野別収入のタイプ  （％）  2009/10 年度  
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表６－２  一般チャリティの規模別収入  (￡ 100 万 ) 
 ￡ 1 万  
以下  
￡ 1 万～  
10 万  
￡ 10 万～  
100 万  
￡ 100 万～  
1000 万  
￡ 1000 万  
以上  
合計  
2003/04 289.2 1,736.6 5,882.8 8,171.7 10,233.2 26,322.6 
2004/05 272.2 1,611.6 5,544.3 8,340.8 11,884.9 27,653.7 
2006/07 269.7 1,795.4 6.305.5 10.611.2 14.190.6 33,172.5 
2007/08 264.1 1,856.1 6,502.5 11,277.1 15,598.1 35,498.0 
2009/10 236.9 1,781.9 6,322.3 11,325.8 17,014.5 36,681.4 
2011/12 228.5 1,856.1 6,544.2 11,821.5 18,798.8 39,249.1 
『アルマナック 2006』 p.52、『アルマナック 2007』 p.23、『アルマナック 2009』
p.50、『アルマナック 2010』 p.27、『アルマナック 2012』 p.20、『アルマナック











2009/10 年度では、その数において 0.3％にすぎない年間収入 1000 万
ポンド以上の大規模組織が、ボランタリー組織の総収入の 46.4％を占
めている（年間収入 100 万ポンド以上に広げると、その数は 2.8％にす
ぎないが、収入は 77.3％を占める）。この動向について『アルマナック
2007』も、 2004/05 年度において全収入の 70％以上（ 73.2％）が組織




る場合が多いと述べている (『アルマナック 2007』： pp.26-27)。  
 
 
図６－８  一般チャリティの組織規模別収入   （％）   
『アルマナック 2007』p.27、『アルマナック 2010』p.27、『アルマナック 2012』

































図 ６ － ９  一 般 チ ャ リ テ ィ の 収 入 の ソ ー ス  組 織 規 模 別  （ ％ ）  
2007/08 年度   『アルマナック 2010』 p.44 より作成  
 
表６－３  政府機関から資金を得ている額と組織の割合   2009/10 
年間収入  ￡ 1 万  
以下  
￡ 1 万～  
10 万  
￡ 10 万
～ 100 万  
￡ 100 万～




金額 (￡ 100 万 ）  11.9 375.2 2,202.7 4.330.1 6,964.5 13,884.3 
割合（％）  ８  ３８  ５６  ６９  ７６  ２５  








収入の 81％を年収 100 万ポンド以上の大規模組織＝ 4558 が受け取って













































図６－ 10 政府機関を相手とした販売収入の割合  組織規模別（％）  
『アルマナック 2012』 p.79、『アルマナック 2007』 p.40 より作成  
 
この傾向を明確に示すのが図６－ 10 である。図６－ 10 は政府機関を
相手とした販売収入を組織規模の割合で示した。 2004/05 年度から
2009/10 年度へ大規模組織に集中していくことがわかる ( 7 )。（なお、 1
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れる。（『アルマナック 2010』： p.32）  
 
2) カーレイ K.Curley, Chief Executive, NAVCA(National Association 












する。（『アルマナック 2010』 :p.48）  
 
3) 2007 年のアルマナック「収入」の章の結論  
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その活動を縮小させることとなる (『アルマナック 2007』： p.39)。  
 
4) 2006 年のアルマナック「収入」の章の結論  







共組織と契約を争うようになってきている（『アルマナック 2006』： p.72）。  
 


















て、 NCVO のジレンマを読み取ることができる。  
さて、こうした公共サービスの提供の問題について NCVO は次の二つ
の冊子、① Blackmore,A.(2006)『ボランタリー組織はいかに公共サー
ビスを改革できるか』 How Voluntary and Community Organisations can 
help transform public services 、② NCVO(2009c)『国家とボランタ
リー・セクター：政府のファンディングと公共サービスの供給におけ
る最近の傾向』 The State and the Voluntary Sector: Recent trends 
in government funding and public service delivery  を発行してい
る。次にこの二つの冊子について検討する。  













































































本冊子３節では、労働党政権下 2001/02 年度から 2006/07 年度まで
の公共支出全体とボランタリー・セクターへの政府支出の変化を比較












































ドセクターの将来の役割：最終報告書』 The Future Role of the Third 


































政 策 形 成 へ の 参 加 の 意 義 が 述 べ ら れ て い る こ と が 注 目 さ れ る （ HM 
Treasury & Cabinet Office2007:p.20）。また、そうした活動をサード
セクター組織が行うための能力開発も主張されている（ HM Treasury & 
Cabinet Office2007:p.23）。  










る 結 束 力 の 強 い コ ミ ュ ニ テ ィ を 建 設 す る 」 (HM Treasury & Cabinet 
Office2007:p.32)。  
「 コ ミ ュ ニ テ ィ 組 織 へ の 参 加 は コ ミ ュ ニ テ ィ 内 の 信 頼 や 関 係 を 構 築
し、・・・また、コミュニティ組織は個人の参加への自信を高め、より広いコ
ミュニティやもっと公的な組織への参加を促し社会的ネットワークや連帯を



























が成長したわけではない」 (HM Treasury & Cabinet Office2007:p.10)
とし、 NCVO は大規模チャリティの急速な成長と中・小規模のチャリテ
ィの収入の減少を指摘している、と NCVO の見解を紹介している。  
また、「コミュニティの強化」の章で、「周辺的な組織は中央政府の
ファンディングを獲得するのに障壁が高くなっていると感じている」
























提案されている (HM Treasury & Cabinet Office2007:p.48)。  
さらに、公共サービスの変革の章でも、経済的な効率性にばかりに
注意を払うことは公共サービスの改善に予期せぬ結果を引き起こすと














図６ -11 スタッフの雇用  組織規模別    2007/08 年度  






































スタッフ費用/全支出 スタッフ一人の費用 雇用組織の割合 






図６－ 11 は 2007/08 年度のデータだが、2009/10 年度においても「ス
タッフを雇用している組織の割合（％）」は、年収￡ 100 万～ 1000 万の
組織：92%、￡ 1000 万以上：95％であるのに対し、￡ 1 万～ 10 万：27％、
￡ 1 万以下：４％にすぎない（『アルマナック 2012』： p.70） (1 0 )。  
 



























適合するよう要求する、といった見解も紹介している（ Harris,M., et 












タ ー に 組 み 込 ま れ て し ま っ た ボ ラ ン タ リ ー 組 織 も あ る 」
(Harris,M.,2001:p.215)。そしてその結果、社会的なニーズに応える
というボランタリー組織の柔軟性は損なわれ、ユーザーの要求は法的



















る」（ Harris,M.,2001:p.216）。  
他にも同論文でハリスは次のとおり同様の趣旨を繰り返し述べてい
る。「社会政策の動向に積極的に対応することと独立性を含めて自らの




















































































 以上の点について、本研究で引き続き検討していく。  
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第七章  ニューライト国家の展開  
 
 










「サッ チャ ー（ Margaret Hilda Thatcher）元首 相の 性格 や個 人的特 質な
ど の 人 物 論 ま で を 広 く サ ッ チ ャ リ ズ ム と し て 論 じ る 場 合 が あ る が 、 こ こ で
は、サッチャーの政治を説明する語として捉える。1980 年代ケインズ主義的
福祉国家に批判的なニューライトの政権が各国に誕生した。その代表的存在



























・  「女史は 1925 年、イングランド北部の田舎町グランサムで、雑貨屋を経
営 す る メ ソ ジ ス ト 派 を 父 親 に 生 ま れ た 。 少 女 時 代 は 店 番 に 立 っ た こ と も あ
る。サッチャリズムの根幹をなす、『働かざる者食うべからず』のシンプル




実践したのである」（ 1990 年 11 月 24 日朝日新聞朝刊）。  
・  「私は貧しくもなく、豊かでもない家庭に育った。時たまの贅沢を楽しむ
ためには、日々の生活を節約しなくてはならなかった。食料品店店主として
の 私 の 父 の 経 歴 が 私 の 経 済 哲 学 の 土 台 を な し て い る と 時 々 引 き 合 い に 出 さ
れる。たしかにそうだったし、いまでもそうだ」（『サッチャー回顧録上』

























から「国民的英雄」となり、 83 年の総選挙に大勝した。  
新保守主義の国内政策としては、まずサッチャーが政権獲得後速や
かに実行した公約が軍人と警官の優遇という「法と秩序」の強化であ
った ( 2 )。また、新保守主義と新自由主義の双方を示す政策として象徴
的かつ衝撃的だったものは炭鉱争議への対応である。当時英国の労働

























し、労組の穏健化が急速に進み、さらに 1979 年に 55.4％であった組









は 20 を数えた。この結果、1979 年と 1988 年を比較すると、国有企業










賃貸住宅 14％の割合であった。それが 10 年後には持ち家が 63％にま
で増加する。この変化は、公営住宅建設の縮小（ 1979 年 104,000 戸か




























し、サッチャー退陣の直接的な原因の一つとなった ( 3 )。  
 
７．２  サッチャーの教育政策  
 
 こうしたサッチャリズムは教育改革にも強く反映された。戦後の英
国の教育の基本的枠組みを示した法律に 1944 年教育法 Education Act 
1944 がある。サッチャーは首相就任以来、いくつかの教育法を制定し
教 育 改 革 を す す め て き た が 、 1988 年 に は 、 1988 年 教 育 改 革 法




7.2.1 ナショナル・カリキュラムとナショナル・テスト  
 
 わが国では、1947 年に初めての学習指導要領が発行されて以来、概






























 さらに、保守党政府はメージャー政権になって 1992 年から中等学
校 、 1996 年 か ら 初 等 学 校 に つ い て 学 校 別 全 国 成 績 一 覧 (school 
performance table)を公表している。初等学校では 11 歳児童のナシ
ョナル・テストの結果、中等学校では終了段階で受験する中等教育修



















よって異なっていた。窪田真二 (1993)は 1988 年法導入以前の 1983 年
から 85 年にかけて、イングランドとウェールズの全 104 の地方教育
































































由主義に基づく政策である ( 9 )。  
 
７．３  メージャーの教育政策：評価制度の確立  
 
 サッチャーとブレアという「ビッグネーム」にはさまれて、その間



















キュラムと評価当局 (School Curriculum and Assessment Authority)」
とそ の 議長 の デア リン グ Sir R.Dearing で あ った と され る （大 田
2010： 66 頁）。  
ナショナル・テストについては、 7 歳児テストは 1991 年、 11 歳児







未満とする勅任主席視学官（ Her Majesty ’s Chief Inspector）を長











報告書を見ることができる ( 1 0 )。視察報告書を受けとった学校評議会は
40 日以内に「行動計画 (Action Plan)」を作成する義務を負い、また、














教育当局が 2001 年までに最低１回の視察を受けた。また、 1997 年、
高 等 教 育 の 教 育 部 門 を 評 価 す る た め に 、 品 質 保 証 局 （ Quality 




National Audit Act 1983 によって、国会に報告責任を負う公的組織
への財政査察機関、英国会計検査院 NAO（ National Audit Office）も
設立された。 NAO は会計監査院とは異なり地方当局への査察は行わな











第八章 「教育改善地域」（ＥＡＺ）にみるポスト福祉国家像  
 
 
８．１  問題の所在  
 
ＥＡＺは 1998 年教育法で法制化され、困窮地域を対象に 1999 年 1
月までに計 25 ゾーンの第一期ゾーンが設定され、加えて 2000 年 9 月
までに計 48 の第二期ゾーンが設定された。これらの計 73 のＥＡＺは
計 1,444 の学校を含み、おおよそ６％の学齢児童をカバーしていた
（ Hallgarten J., and Watling R. 2001, p.144）。また、 2001 年 9 月
より「都市の卓越性」 Excellence in Cities 政策の一環として小規模




ス サ ー ビ ス 、 保 健 衛 生 、 警 察 ） な ど に よ り 構 成 さ れ る フ ォ ー ラ ム
















一 2002:30-31 頁）であり、また、「社会的包括」（ social inclusion）






タリー・セクターのパートナーシップに基づく」（ Dickson,M. & Power,S. 
2001：p.137）。「ブレア政府は『第三の道』政策の鍵としてＥＡＺを論
じた。ＥＡＺは『健康改善地域』 Health Action Zones や『確かなスタ
ート』 Sure Start、『コミュニティのためのニューディール』などと共
に 社 会 的 ・ 経 済 的 に 不 利 な 地 域 の 複 雑 な 問 題 に 統 合 的 あ る い は
joined-up な解決を求める」（ Dickson,M. & Power,S. 2001： p.137）。
「地域の人々を政策の発展や供給に巻き込み、コミュニティをエンパ

























む地域基盤戦略（ Area Based Initiative）の一つとしてＥＡＺは登場
した ( 2）。  
 さて、それではＥＡＺの実像、成果はどうであったか。以下本章で
は、まず最初に、労働党政府の政策文書からＥＡＺの政策目的・理念






８．２  ＥＡＺとは  
 
 労働党が政権をとった直後の 1997 年７月、教育雇用省 (Department 




（ Education Action Zones: an introduction、以下『ＥＡＺ序説』）
（ http://web.archive.org/web/19991103180019/http://www.dfee.go
v.uk/edaction/edaction.htm 最終アクセス日： 2012 年３月 28 日）と
いう小冊子を発表し、ＥＡＺについての構想を示した。そして、これ
らで示された趣旨に沿って、ＥＡＺは 1998 年の「学校と教育水準の枠




育 雇 用 省 が よ り 詳 細 に 示 し た 『 挑 戦 ： 教 育 改 善 地 域 』 (Meet the 
Challenge: Education Action Zones, 1999、 以 下 『 挑 戦 Ｅ Ａ Ｚ 』 )
（ http://web.archive.org/web/20000622075639/http://www.dfee.go
v.uk/mc_eaz/index.htm 最終アクセス日：2012 年３月 28 日）と、同じ
く教育雇用省がＥＡＺの運用のあり方を示した『ＥＡＺハンドブック』
(ＥＡＺ  Handbook,1998)（ http://web.archive.org/web/199911249549 
49/http://www.dfee.gov.uk/handbook/index.htm 最 終 ア ク セ ス 日

























































































































































































雇用することもできる。（『ＥＡＺハンドブック』1998:Chapter 6 and 7）  
 







について、まず公的な査察機関である NAO と OFSTED の文書を基に検討
する。そしてその後に研究者の評価について論じる。  
 
8.3.1  NAO によるＥＡＺへの評価  
 
NAO は 2001 年１月に報告書『教育改善地域：挑戦－第 1 期 25 ゾーン
の 会 計 監 査 か ら の 教 訓 』 Education Action Zones: Meeting the 
Challenge – the lessons identified from auditing the first 25 zones  
（ https://www.nao.org.uk/wp-content/uploads/2001/01/0001130.pd















適 切 に コ ン ト ロ ー ル で き な い と い う リ ス ク は い つ ま で も つ き ま と う 」
（ NAO2001:p.13）。  
「企業人を教育水準の改善プログラムに含めたことは潜在的に大きな利益
を持つ。・・・しかし、利害に対する潜在的な対立もある。例えば企業人とし
て自身の商品やサービスを売ろうとしたがる」 (NAO2001:p.13)。  
「 EAF はチャリティ委員会で定義されたチャリティの管財人としてのステ
イタスや責任を理解していない例もあった。その結果、数ヶ月の間、同 意さ










予定されていたが、 1998/99 会計年度で集まった寄付は 1998 年９月に
設立された 12 のゾーンで平均￡ 86,400、 99 年１月に設立された 13 の
ゾーンで平均￡ 20,000 に過ぎなかった。  
 
8.3.2 OFSTED によるＥＡＺへの評価  
 
OFSTED は 2000 年以来ＥＡＺについての 19 の報告書を発表してきた
が、2003 年に二つのまとまった報告書を発表している。『都市の卓越性
と教育改善地域：経営と影響』  Excellence in Cities and Education 




d_impact_(PDF_format)%5B1%5D.pdf 最終アクセス日： 2016 年４月 16
日と『教育改善地域：第２期ゾーンにおける困難な問題への取り組み』
Education Action Zones: tackling difficult issues in round 2 zones  
(http://dera.ioe.ac.uk/4788/1/Education 最終アクセス日：2016 年
４月 16 日 )であり、前者は第一期の 25 ゾーンについての、後者は第二
期の 48 ゾーンについての報告書である。  
まず、前者の報告書について検討する。この報告書は「主要な調査



















でもまだ計画は時々あいまいで、活動が多すぎる」 (OFSTED2003a:p.14)。  
「モニターや評価は改善されつつあるが、さらなる改良が必要である。・・・
教員は十分なガイダンスや訓練なしで評価しており、その見解は主観的であ













「中学校への影響は小学校よりもはるかに低い。KS３（ 11 歳から 14 歳）の
英語と数学のナショナル・テストの結果は国家平均よりもはるかに低いまま
である」（ OFSTED2003a:p.62）。   
「 1998 年から 2002 年の４年間で、KS３の英語でレベル５（到達すべき水準）
を獲得した子どものパーセンテージは国家平均で２％改善されたにもかかわ
らず、ＥＡＺでは 2001 年に最低レベルまで落ち、国家平均より 25％以上低い。
2002 年に改善されたものの、それでも 1998 年から 2002 年の伸び率は国家平
均より低い」（ OFSTED2003a:p.62）。  
「数学も同様であり、 14 歳で到達すべき水準に達しているＥＡＺ内の生徒
は国家平均より 23％低い。この５年間で成績は上昇しているが、その伸び率




績 の 格 差 は 、 減 じ ら れ る ど こ ろ か 、 拡 大 さ え さ れ て い る 」
（ OFSTED2003a:p.62）。さらに、 GCSE 試験５科目でグレード A*から C
をとった 16 歳の生徒の割合は、2002 年までで改善されているものの国
家平均の約半分であり、その伸び率は国家平均より低い、との指摘も



















てはささやかなものであった」（ OFSTED2003a:p.67）。  
報告書は、最後に「結論と推奨」を述べている。抜粋すると次のと






















































































出席についてのケーススタディに取り上げられた Hamilton Oxford 
Schools Partnership ＥＡＺでは、補助金で教育ソーシャルワーカー、











 また、 Hastings and St Leonards ＥＡＺでは包摂学習チューター
inclusive learning tutor が雇用され、小学生や KS３の子どもやその
家庭に働きかけている。５つの中学校では８人のパーソナル・アドバ






















たが、 2002 年には 39％に減じられた。  
 こうした事例は、ＥＡＺの取り組みが有能な子どもたちをコミュニ
ティ内につなぎ止める役割を果たすことを示している ( 6 )。それは、将
来のコミュニティのエンパワーメントに貢献すると考えられる。  
また、 Hamilton Oxford Schools Partnership ＥＡＺのケーススタ
ディで「ゾーンは出席率の改善に成功した。出席の重要性についての
子ども、親、コミュニティの認識を高めた。低い出席率はコミュニテ















8.3.3 研究者によるＥＡＺへの評価  
 




 ディクソン他（ Dickson,M. et al.2001）は第一期の 25 ゾーンへの








































れず、 LEA が支配的であったとしている。  






























る ( 7 )。このように、ホールガートンとワトリングは、規制国家的なガ
バナンスがゾーンの刷新的な取り組みを妨げていることを指摘してい















































９．１  ＥＣＭとは  
 
















無料給食 (Free School Meals)を受けている子どもとそうでない子ども
との成績を７歳、11 歳、14 歳で比較し、無料給食を受けている子ども






























多機関の協働、結果の重視」 (HM Treasury2003:p.26)。  
なかでも  
「子どもセンターは困窮地域に設置され、教育や保育、保健サービス、家
族や親への支援を統合的に提供する。これらは 2006 年３月までに 20％最貧困
地域に設置される。子どもセンターは危機にある人々を支援する」  


















































家が個々の専門家の特質を失うことなく協力して働く」（ 5）  
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統合する体制＝子どもトラスト Children’ s Trust を構築する。子ど
もトラストの一部として、すべての地方当局内に地方教育当局と子ど
も の ソ ー シ ャ ル サ ー ビ ス に 責 任 を 持 つ デ ィ レ ク タ ー (Director of 
Children’ s Services)のポストを新しく法制化する。このポストの設
置によって現在の教育長 Chief Education Officer とソーシャルサー
































































ト、ボランタリー・セクターのあらゆる前線の専門家を含み込む」 (Simon,C. & 













９．２  ＥＣＭの発展過程  
 
この緑書が策定される直接の発端となったのは、 2003 年１月に報告
されたビクトリア・クランビエ調査報告 (The Report of the Victoria 











こと等が提言された（ 8）。  
このビクトリアの調査報告を受けて、 2003 年６月 DfES(Department 
for Education and Skills)内に「子ども・若者・家庭大臣」 (Minister 





に提出さ れた のが 、ＥＣＭ である (Waterman,C. & Fowler,J.2004、
Frost,N. & Parton,N.2009 等参照）。  
一方、ビクトリア・クランビエ調査報告について議論するため機関
協働グループ Inter-Agency Group が 2002 年２月に結成された。これ
は教育長協会 Association of Chief Education Officers、ソーシャル
サ ー ビ ス デ ィ レ ク タ ー 協 会 Association of Directors of Social 
Service、地方政府協会 Local Government Association などの地方政
府組織、メトロポリタン警察、ＮＨＳ協会 NHS Confederation などの









を記した文書『すべての子どもを大切に：次の取組』 (Every Child 



































リ ー ・ セ ク タ ー の 広 い パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 必 要 性 を 強 調 し た 」
(DfES2004a:p.14)。そこで法案は例えば警察、保護サービス機関、コ































拡張学校の発展について述べている ( 1 1)。  
続いて、ＥＣＭ及び『すべての子どもを大切に：次の取組』に基づ
き、「 2004 年子ども法」が制定された。ＥＣＭで提案されたことがらは
こ の 法 の パ ー ト ２ 「 イ ン グ ラ ン ド に お け る 子 ど も サ ー ビ ス 」
Children’ s Services in England で法制化されている（ 12）。ここでは、
まず、公共機関、民間営利組織、ボランタリー組織はＥＣＭで述べら
れた五つの目標に基づいて子どもの福利のために協働しなければなら
ないことが述べられ、続いて子どもトラストの法的基盤 ( 13 )、個々の子
どもの情報データベースの作成とその管理・運用 ( 1 4 )、地方当局による
子どもサービス計画の作成 (1 5 )、子どもサービスディレクターの任命、
住民に対して説明責任を負う子どもサービス担当議員 Lead Member for 
Children’ s Services の任命 ( 1 6)、地方当局による地方子ども保護会議





スディレクターに委ねることが可能となった ( 1 8)。また、子どもサービ
スの統合的な査察では、とりわけ多様なサービスがいかに協働したか
が評価される ( 1 9 )（ Children Act 2004、 Waterman,C. & Fowler,J.2004
参照）。  
続いて、同年 11 月に『すべての子どもを大切に：子どものための改
革』 (Every Child Matters: Change for Children)（ http://www. 
everychildmatters.gov.uk 最終アクセス日：2008 年２月 18 日 )と題し
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て  13 省庁 16 大臣・政務次官のポストを紹介し、またその共同前文の
一部を記しておく。  
教育技能相 Secretary of State for Education and Skills,保健相  
Secretary of State for Health,ランカスター公領相  Chancellor of 
the Duchy of Lancaster, 予算担当相 Chief Secretary to the Treasury, 
雇用年金大臣 Secretary of State for Work and Pensions,副首相府大
臣  Minister of State Office of the Deputy Prime Minister (2 名 ),
環 境 ・ 食 糧 ・ 農 村 地 域 大 臣  Minister of State Department for 
Environment, Food & Rural Affairs, 貿易産業大臣 Minister of State 
Department of Trade & Industry, 子ども・若者・家庭大臣 Minister for 
Children, Young People and Families, 国防政務次官 Parliamentary 
Under Secretary of State Ministry of Defence, 教育技能政務次官
Parliamentary Under Secretary of State Department for Education 
and Skills, Parliamentary Under Secretary of State Department for 
Constitutional Affairs, 保 健 政 務 次 官 Parliamentary Under 
Secretary of State Department of Health, 内 務 政 務 次 官  
Parliamentary Under Secretary of State Home Office, 文化政務次
官 Parliamentary Under Secretary of State Department for Culture, 



























する」 (HM Government2004:p.7)。  
「協働は学校、開業医、文化・スポーツ・娯楽組織、ボランタリー ・セク
ターをも含む必要がある。あらゆる組織は子どもや若者そしてその家族の多





















を共通に理解すること、等 ( 2 0)。  
 第三は次に記すとおり明確な目標設定とそれに基づく評価である
(2 1 )。  
 
「子どもや若者のサービスを提供するあらゆる者は五つの指標に向かって
活動する」 (HM Government2004:p.7)。  
「機関協働の目標や福利の構成要素として、子どもや若者のための五つの
指標は 2004 年子ども法によって法的拘束力を付与された」  





































ン（ Frost,N. & Parton,N.2009）は次のとおり指摘している。政権獲














Department for Education and Skills と通商産業省 Department of 
Trade and Industry を解体し、ビジネス・企業・規制改革省 Department 
for Business, Enterprise and Regulatory Reform と  イノベーショ
ン・大学・技能省 Department for Innovation, Universities and Skills、





校・家庭省とが担当するものである ( 2 2)。そして、子ども・学校・家庭
大臣のもとに二人の閣外大臣＝学校・学習者大臣 Minister of State 







すネーミングとなっていると言える（ 23）。  
さらに、この省庁再編に際して、内閣府 Cabinet Office は 2007 年
















Office2007： p.9）。  
「幼年期の質の良い施策は、彼らの学力だけではなく社会的・情緒的な発








そして初期からの問 題の認識や介入とい う予防的なアプロー チに取り組む」
（ Cabinet Office2007： p.10）。  
「子ども・学校・家庭省は雇用年金省 Department of Work and Pensions
や財務省 HM Treasury とともに、 2020 年までに子どもの貧困をなくす戦略に
取り組む。・ ・・他の 省庁の活動や予算、 例えばコミュニティ ・地方自治省
Department for Communities and Local Government によって行われるハウジ
ングの改善やホームレスへの取り組みについても、子どもの貧困の改善プロ
グラムをとおして統合的に運営される」 (Cabinet Office2007： p.11)。  
「 子 ど も ・ 学 校 ・ 家 庭 省 は 子 ど も や 若 者 の 健 康 を 推 進 す る た め に 保 健 省




「 若 者 の ス ポ ー ツ の 振 興 に つ い て は 、 子 ど も ・ 学 校 ・ 家 庭 省 と 文 化 省
Department of Culture, Media and Sport が協力して財務省に予算の獲得を
働きかける」（ Cabinet Office2007： p.11）。  
「若者の犯罪を防止するために、子ども・学校・家庭省は法務省 Ministry of 
Justice や内務省 Home office と協力して活動する」（ Cabinet Office2007：
p.12）。   
  





割が求められているのか、DfES（ 2007 年より DCSF）の文書より確認す
る。  
 まず、『すべての子どもを大切に：子どものための改革－子ども・若
者のための改革を目指したボランタリー組織との活動』 (Every Child 
Matters: Change for Children－ Working with voluntary and community 
organisations to deliver change for children and young people)
（ http://www.everychildmatters.gov.uk 最終アクセス日： 2008 年 8



























































支 出 に つ い て は 、 そ の 結 び つ き が 明 確 な 場 合 に 可 能 と さ れ る











合的な査察枠組み the Common Assessment Framework、○子ども・若者・
家庭にサービスを提供する組織間の情報の共有 ( 2 5 )、○子どもトラスト







次に、 DfES は 2007 年に『サードセクターの戦略と活動計画』 Third 
Sector Strategy and Action Plan を、 2009 年に DCSF が『サードセク
ターの戦略と活動計画：アクションへの意図』 Third Sector Strategy 




































































表９－１  DfES がかかわるサービスの財源と供給主体  








子どもセンター  主に地方当局  主に地方当局、サードセクターの関与  






拡張学校  主に国家  未定  
オ ル タ ナ テ ィ
ブ・スクール  
国家  主に国家、サードセクターの関与  














































































のがある。①健康：10 代の妊娠戦略 Department’ s Teenage Pregnancy 
Strategy、学校でのメンタルヘルスへの取り組み Targeted Mental 
Health in schools、その他障がいを持つ子どもとその家族への取り組
み、②安全：いじめへの取り組み、ピア・メンタリング、③学力や学
校生活の改善：家庭を考える計画 Think Family Projects（親支援）、
子どもセンターのネットワーク、④コミュニティや社会への貢献：「今
日の若者」 the Youth of Today（コミュニティの変革をリードするた
めの若者への機会の提供）、社会的企業の活用、⑤経済的な福祉：NEET
への支援、子どもの貧困への取り組み （ 3 0）。  























































学した子どもが最初に入るレセプション・クラスがある ( 3)。  







雇 用 相 は 協 議 文 書 『 子 ど も ケ ア へ の 挑 戦 』 Meeting the Childcare 







さらに 2004 年には、財務省 HM Treasury、DfES、雇用年金省 Dep. for 
Work and Pensions が予算編成報告として政策文書『両親の選択、子ど
ものための最善の出発：子どもケアのための 10 年戦略』 Choice for 
parents, the best start for children: a ten year strategy for 
childcare を刊行した。ここでは先の「全国子どもケア戦略」と比較し、
仕事と家庭生活のバランスを改善するための保護者の選択が強調され
ている (choice and flexibility)一方、ケアの質の向上や定員の確保、
すべての家族に負担可能なケアの方向性は変わらない。そして、 2010
年までにすべての３・４歳児に週 15 時間、年間 38 週の質の高い保育
を無料で提供することが目指されている。幼児教育については、３・
４歳児の無料教育の一層の拡大が盛り込まれた。（ HM Treasury et al.
のリーフレット参照、 http://www.plymouth.gov.uk/de/textonly 




そして、この 2004 年の報告書は、2010 年までに子どもセンターをあ
らゆるコミュニティに設置することも提言した。  
 
１０．２  子どもセンターの構想  
 
子どもセンターの前身は、「就学前児童モデルセンター」（ Early 
Excellence Centres、 1997 年より設置 )、「確かな出発の地域プログラ
ム」（ Sure Start Local Programmes、 1999 年より実施）、「近隣ナーサ
リー先行施策」 (Neighbourhood Nurseries Initiative、 2001 年に計画
発表）にある。2006 年 9 月時点の 1000 の子どもセンターの内、500 が
「確かな出発の地域プログラム」、 430 が「近隣ナーサリー先行施策」、
70 が 「 就 学 前 児 童 モ デ ル セ ン タ ー 」 を 前 身 と す る も の で あ っ た




















た 幼 児 教 育 ・ 保 育 、 家 族 支 援 サ ー ビ ス 施 設 で あ っ た （ 以 上
Cheminais,R.2007、伊藤善典 2006、岩間大和子 2006、埋橋玲子 2007、
山田敏 2007 等、参照）。  
ところで、「確かな出発の地域プログラム」誕生の経緯を山田敏（ 2007）
は次のとおり述べている。 1997 年の総選挙の勝利を得て、新労働党政






ニット Sure Start Unit が新しく設置された。なお、後の 2003 年には
子どもサービスの統合化を進めるために DfES 内に新しく設けられた子




















重要戦略とされ、あらゆる地域で 2008 年までに 2,500、2010 年までに
イングランドのすべてのコミュニティに一つ、計 3,500 の設置が目指
されることとなった。そして、 2007 年の DfES の文書（ DfES2007a, 
http.//www.wandsworth.gov.uk%2fdownload%2fdownloads%2fid%2f161
9%2fgovernance_guidance_for_sure_start_children_centres_and_ex
tended_schools 最終アクセス日： 2016 年 4 月 17 日）によると、イン
グランドで 1250 のセンターが設置されており、さらに 2010 年５月の
政権交代直前の同年４月末日には、同じくイングランドで 3631 のセン
タ ー が 設 置 さ れ た （ Local Authority Area and Government Office 















明確にされなければならない（ Cheminais,R.2007:pp.14-16）。  
 また、DfES が 2007 年に発行した文書「子どもセンターと拡張学校の
た め の ガ バ ナ ン ス ガ イ ド 」 Governance guidance for Sure Start 














































とも記されている 。 多機関協働にお ける共通の査察枠 組み Common 











ーの全般にわたって助言をすることにある ( 5 )。他には、１センターに
１助言委員会を置くことが基本だが、子どもセンターのクラスターで
共有してもかまわないこと、等も記されている。また、 2002 年子ども














１０．３  子どもセンターの実像：報告書より  
 
それでは、子どもセンターでは実際にどのようなサービスが提供さ
れ、どのような全体像を示しているのであろうか。2007 年の DCSF の報
告書『 2006 年子どもセンター調査』 2006 Childcare and Early Years 
Providers Surveys Children’ s Centres （ DCSF2007a）から記してお
く。まず、 2006 年３月現在、イングランドで 823 のセンターが設置さ
れ、その内 79％のセンターが困窮地域にある。これらの子どもセンタ
ーの所有は、地方当局単独あるいは共同所有 (50%)、ボランタリー・セ
クター単独（ 20%)、民間営利セクター（ 17%)、学校 /カレッジ (8%)、そ
の他 (6%)となっている。また、チャリティ組織として設立されたセン
ターは 58%、営利組織として設立されたセンターは 39%である。80％の
センターが年間 50 週以上オープンしている。  
子どもセンターでは、 96％のセンターが保育サービス ( 6 )を、 95％の
センターがなんらかの家庭支援サービスを提供している。家庭支援サ
ービスの具体的な内容は表 10－１のとおりであり、多様なサービスが
提供されていることがわかる ( 7 )。  
次に、子どもセンターの利用者であるが、全日保育を受けている子
どもの数は 40,050 人、その内ブラック・アンド・マイノリティエスニ







表１０－１  家庭支援サービスの内容  （％）  
 提供
総計  








88 ４８  ４０  ７  
障がいを持つ子どもの親への支援  88 ５７  ３１  ５  
一人親家庭への支援  86 ５６  ２９  ８  
10 代の親への支援  84 ４５  ３９  １０  
ドラッグやアルコール依存の家庭への支援  78 ２９  ４９  １４  
メンタル・ヘルス  74 ３０  ４５  １７  
特別なマイノリティ・エスニックグループ
への支援  
67 ３５  ３１  ２５  
収監中あるいは犯罪者の親の家庭への支援  65 ２６  ３９  ２３  













である。救急（ 60%）、食品衛生（ 46%）、保育訓練（ 42%）、子ども保護













ているのであろうか。 DfES は 2007 年に『 2007 年子どもセンター保護
者 満 足 調 査 報 告 』 Sure Start Children’ s Centres Parental 
Satisfaction Survey Report and Annexes 2007 という調査報告書を発
行している。この調査は DfES の調査チームが 2007 年３月に、イング
ランドの 39 センター（ほとんどが困窮地域）を利用する 656 の親に依
頼し、 519 の親から回答を得た（回答率 79％）ものである ( 9)。まず、
表 10-2 は親が利用しているサービスを示す。  
 
表１０－２  利用されているサービス  （％）  
フォーマルな教育・保育  65.7 育児相談  12.3 
インフォーマルな保育※  40.5 カフェ  11.4 
図書館  26.0 親教育  10.8 
トイ・ライブラリー  18.9 栄養相談  8.9 
ドロップ・イン・グループ  16.8 言語療法  8.1 
健康相談  15.4 妊娠中の相談  7.5 
産後支援  13.9 特別支援  3.3 
      ※ドロップ・イン、クレッシェ（一時預かり）等  
DfES2007c： p.9 より作成  
 
 利用頻度は、毎日＝ 34％、週に 3-4 度＝ 21％、週に 1-2 度＝ 36％、
  
238 
となっている。満足度は 98.5％に到達している。  
 
表１０－３  親にとっての利益  （％）  
他の親と出会う等の社会化  51.8 仕事や学びの時間の確保  30.2 





家から外に出る  41.6 親としてのスキルや自信の獲得  19.2 
仕事や学び以外の時間の確保※  32.2 ワンストップサービス  16.6 
 ※家事、他の子どもの育児、レジャーの時間等  
DfES2007c： p.12 より作成  
 
表１０－４  子どもにとっての利益  （％）  
友達が増える等の社会化  73.8 遊びの機会の提供  48.3 
新しいスキルの学習  65.4 行動の改善  22.7 
安全な環境の提供  61.2 健康その他特別なサービスの提供  15.4 
 DfES2007c： pp.11-12 より作成  
 























及び教育である。保育は、週５日、年間 48 週、一日 10 時間提供して
おり、大学で２年間の訓練を受けた資格（ degree ではない）を持った






















どもの数 12 名）、 2)Toddlers（２歳から３歳）クラス：教員５名（子
どもの数 20 名）、3)Nursery（３歳から４歳）クラス：教員４名（子ど
もの数 32 名）、4)Reception（４歳から５歳）クラス：教員４名（子ど
もの数 60 名）、5)Receptionist（事務）２名、6)Family Support Workers 
２名（パートタイム）、7)クリニカル・サイコロジスト１名（週に１日）、







動する。 13）センター長１名。  
 
10.4.2 Bird in Bush Centre 
 
 バードインブッシュセンターはロンドン南部に位置し、ボランタリー
組織 Cathoric Children’ s Society が所有、運営する子どもセンター
である。  Cathoric Children’ s Society は 1889 年に設立され、 2006
年度の収入は約 470 万ポンド、有給スタッフはパートタイマーも含め




 バードインブッシュセンターは 1986 年に設立され、 2000 年までは




















































10.4.3 Birchwood Children’ s Centre 
 
バ ー ク ウ ッ ド 子 ど も セ ン タ ー は イ ン グ ラ ン ド 中 東 部 に あ る
Lincolnshire County 立の子どもセンターである。 2007 年９月同セン
ターを訪問した。リンカーンシャーは農場で働くポーランド人の移民
が多くロンドンと同じようなマイノリティの問題を抱えているという。
当時リンカーンシャーには 13 の子どもセンターがあり、今日（ 2012





会（ The Sure Start Birchwood Children and Families Partnership 
Board)は 20 名で構成され、親の代表が 10 名、残りを地方当局やナー
スリー・スクール、教会、そして複数のボランタリー組織の代表など
で構成されている。  


































あり、1970 年代及び 80 年代に入りコミュニティスクールは全国各地に
広がり、とりわけ困窮地域を中心に発展した、と言う。また、拡張学
校 の も う 一 つ の 先 駆 は 学 校 外 学 習 out-of-school–hours learning 
programme にあり、これは 1977 年以降 DfEE 他によって始められたプロ
グ ラ ム で 、 Ｅ Ａ Ｚ や 困 窮 地 域 を 対 象 に 、 Education Extra（ そ の 後







が重視される ( 1 )。②上記の先駆的な取り組みから、英国の拡張学校は
コミュニティのニーズ、地理的な立地の違い、資金の違いによって実




















すべての者のための機会とサービスへのアクセス  趣意書』 Extended 






























































教員の負担を軽減する  ( 2 )。  










○ ContinYou：拡張学校支援サービス Extended Schools Support Service を
運営し、 DfES とも協力して、学校や地方当局、拡張サービスの提供者に実践
的なアドバイスを提供している。他にも ContinYou は DfES と共同で 2000 年
に Building Learning Communities というツールキットを発行し、コミュニ
ティにおける学校の役割について実践的な情報を提供している。  
○４ Children:す べて の子ど もと その 家族 が潜在 能力 を発 揮す ること をめ ざ
し設立されたボランタリー組織で、拡張学校におけるチャイルドケアについ
ての情報やガイダンス、刷新的な拡張サービスプログラム等を提供している。 




○ National Day Nurseries Association:幼年期における教育や保育について
の情報を提供している。  
○ Daycare Trust:チャイルドケアについての情報を提供している。  
○ Youth Sport Trust:体育やスポーツをとおして学校を支援する情報を提供
している。  
○ National Family and Parenting Institute:子育てを支援し、家庭の福利
の増進をはかる情報を提供している。  
○ Parentline Plus:親や家庭を支援。  
○ Race Equality Unit:BME のコミュニティを支援。  






















○ 2006 年教育及び査察法 Education and Inspections Act 2006 に基づき、学
校理事会は 2007 年９月より子どもの福祉を推進する義務、コミュニティの結
束を発展させる義務を持つ。  
○ 2002 年教育法 Education Act 2002 に基づき、学校理事会は拡張学校を展開
する前に地方当局、親、児童・生徒、コミュニティと広 く協議しなければな
らない。  
○ 学 校 理 事 会 は 拡 張 学 校 の 効 果 を 計 る プ ロ セ ス を 確 立 す る 必 要 が あ る 。
(DfES2007a： pp.46-49) 
 
















ざした（ Cheminais,R.2007： pp.12-14）。   
 








向調査』 What is happening on extended schools? :annual survey of 




う 独 立 機 関 で あ る NFER(National Foundation for Educational 
Research)が、 2006 年の夏期にイングランドの 370 の初等学校と 1155
の中等学校に対して行った調査の報告書である。  
２．BMRB(2006), 『公営初等学校における拡張サービス 2006』Extended 
Services in Maintained Primary Schools in 2006   
(http://dera.ioe.ac.uk/6559/1/RR809.pdf 最終アクセス日： 2016 年
４月 18 日 ) 
BMRB Ltd (British Market Research Bureau Limited)が行った調査
の報告書。 2005 年に初等学校、中等学校、幼稚園に対して予備調査が
行われ、 2006 年６月から７月にかけて初等学校に対してインタビュー
で本調査が行われた。 3100 校に依頼し 2174 校から回答を得た (70％の
回答率 )。  










図１１－１  提供されている拡張サービスⅠ  （％）  
NFER 2006： p.2 より作成  
 
   
 
図１１－２  提供されている拡張サービスⅡ   （％）  
BMRB(2006)p.24、 pp.44-49 より作成  
 


























































は 2008 年までに半分の初等学校で 2010 年にはすべての初等学校で全





庭支援＝ 66％。  
さらに、 NFER (2006)は、これらのサービスの提供を地域の特性から
次のとおり解説している。ＦＳＭ (Free School Meal)の有資格者が多
い初等学校あるいは学力の低い初等学校では朝食クラブ、家庭学習、
成人教育がより多く提供されている。同様にＦＳＭ (Free School Meal)
の有資格者が多い中等学校あるいは学力の低い中等学校では朝食クラ
ブ、家庭学習、ヘルスサービスがより多く提供されている。ＥＡＬ
(English as an additional language)の生徒の割合が高い中等学校（Ｅ















表１１－１  初等学校における拡張サービス提供と困窮による地域差  
 
BMRB2006： p.10,p.20 より作成         （％）  
 
 
図１１－３  スタッフの雇用機関    （％）  































学校外スタッフだけ 両方 学校スタッフだけ 不明 
授業前保育・活動   初等学校全体  ５３  
          FSM が 25％以上の初等学校  73 
          FSM が 25％以下の初等学校  52 
授業前保育・活動   30％困窮地域の初等学校  69 
          30％困窮地域以外の初等学校  50 
休日での保育・活動  初等学校全体  ４３  
          FSM が 25％以上の初等学校  46 
          FSM が 25％以下の初等学校  42 
休日での保育・活動  30％困窮地域の初等学校  46 













図１１－４  拡張学校を提供する学校外組織   （％）  





























授業前保育・活動 放課後保育・活動 休日での保育・活動 




（１） 30％貧困地域における授業前保育・活動の提供  
（２） FSM が 25％以上の学校における授業前保育・活動の提供  
（３） 30％貧困地域における放課後保育・活動の提供  
（４） FSM が 25％以上の学校における放課後保育・活動の提供  
図１１－５  困窮地域における拡張サービス提供機関  （％）  
BMRB2006： p.12,p.18 より作成  
 
 
（１） 30％貧困地域以外における授業前保育・活動の提供  
（２） FSM が 25％以下の学校における授業前保育・活動の提供  
（３） 30％貧困地域以外における放課後保育・活動の提供  
（４） FSM が 25％以下学校における放課後保育・活動の提供  
図１１－６  非困窮地域における拡張サービス提供機関  （％）  























































間の延長（初等学校 27％、中等学校 22％）をあげている。最後に NFER
は結論的に「拡張学校は児童・生徒、親、コミュニティには利益があ
り、スタッフにとってはほとんどあるいは何の利益ももたらさないと
回答者は感じている」（ NFER2006： p.6）と述べている。  
続いて BMRB の報告書は校長の見解について１章を設けている。これ
はインタビューの最後に校長に自由に発言を求めたもので、その内容















表１１－２  拡張サービスに対する校長の見解  （％）  
１．拡張サービスはすばらしいアイデアだ。  １９  
２．財政的問題   １６  
３．場所、リソース、施設の不足  １２  
４．教員、校長の仕事量の増加  ９  
５．多機関協働への関心   ９  
６．子どもたちはもっと親と時間を過ごすべきだ。   ８  
７．サービスの責任の所在がわからない。   ７  
８．田舎の小規模な学校では提供が難しい。  ７  
９．もし、適切に設置され運営され資金が提供されるならばいい考え
だ。  
 ７  
10．コミュニティと学校との統合を助ける。  ６  
11．スタッフィングの問題   ５  
    BMRB2006： p.52 より作成  
 



















 次にリンカーンシャーを拠点とするボランタリー組織 Children’ s  





































「拡張学校マニフェスト」 Extended Schools Manifesto: 4Children, 
ContinYou and National Remodelling（ http:www.4children.org. 
uk/information/show/ref/551?print=true&ref=551 最 終 ア ク セ ス
日： 2009 年 11 月 29 日 )がある。このマニフェストは ContinYou、
4Children（ボランタリー組織）、 National Remodelling Team がそれぞ
れの専門的な経験、知識を生かし、パートナーシップを組んで全国的
な拡張サービスの発展に寄与することを謳ったものである。そこで求
められている Contin You の特性、技術・知識は次のようなものである。
DfES が行った 2003 年の拡張サービスの最初の取り組みに ContinYou







サービスとの提携、学校間・地方当局間の連携等にも及んでいる ( 6 )。  
 以上のとおり、ContinYou は拡張学校の発展に重要な役割を果たして
いるボランタリー組織だが、 2010 年２月、 ContinYou スタッフからお
話をお伺いする機会を得た ( 7 )。以下はそこから得られた知見である。  
 























い。 10～ 20 マイルに一校しかないような地域においては、クラスターを作る
ことが困難である。また地域・学校のニーズの違いもある。  








































































4) 学校間、他機関の協働について  










5) 資金について  

















6) 拡張学校の今後  
・  国は今年 (2010 年 )のある時期までには全ての学校で拡張サービスが提供さ
れることを目指しており、現在公式には 95％が提供している。私たちもベス
トを尽くして達成できるように、おそらく今年の 9 月には達成したい。  
・  しかし全国の 22,000 校は皆違っていて、同じサービスを行うことはありえ
ない。実質的な目標は、ベーシックな拡張サービスを全校に行きわたらせる
こと、質の高い拡張サービスが行われることである。政府の予算も十分では
なくあと 5 年はかかるだろう。  
・  高齢の長く教員をやってきた校長は伝統的な教科学習に重きを置き、 拡張
学校には否定的である。なぜ我々が提供しているサービスが必要なのかわか
ってもらうのは難しい。ゆえに質の高いサービスを提供しにくい。したがっ









7) 学校に多様なスタッフが入ってくる中での教師の地位の変化  
・  昔は学校に教師と校長と数人の他のスタッフしかいなかったが、今の学






















8) ボランタリー組織について  
・  ContinYou には 70 名の職員がおり、ロンドンだけではなく全国各地、学
校のあるところに職員はいる。本部はコベントリーにある。  
































１１．４  ケンブリッジシャーにおける拡張学校の実像  
    
11.4.1 調査の概要  
 






・ ケ ン ブ リ ッ ジ シ ャ ー の 二 つ の 小 学 校 の 校 長  :Ａ 小 学 校 St. 
Petersfield Primary School のＡ校長 Ms. Amanda Tuck とＢ小学
校 Burrowmoor Primary School のＢ校長 Ms. Trader Goffe。Ａ小
学校は公費維持学校だがファウンデーション・スクール ( 9)であり、
Ｂ小学校は通常のコミュニティ・スクールである。  
・ケンブリッジシャー地方当局の拡張学校担当代表 C 氏 Ms. Sian 
Phillips 
・拡張学校の地域コーディネーター D 氏 Ms. Ann John 
・Ａ校の拡張学校の責任者Ｅ氏 Ms. Brenda Darcy 
・ケンブリッジシャー地方当局の子どもサービスの副代表Ｆ氏  














は大きく３つの地方（ East Cambs and Fenland, Cambridge City and 
South Cambs, Huntingdonshire）に分けられ、さらに 14 の地域（ locality）
に分けられている。一方で、ケンブリッジシャーの拡張学校は現存す















































































































つきまとう ( 1 0 )。また、税控除などもちろんこうした困窮家庭への財政
的な援助はあるのだが、率直に言って、朝食に毎日￡ 6.50 も払うこと







第十二章 ＥＣＭの評価と課題  
 
 
１２．１  子どもセンター及び拡張学校への公的機関からの評価  
 
12.1.1 ＮＡＯによる評価  
 
第八章におけるＥＡＺへの評価と同様、本章でもまず NAO と OFSTED
によるＥＣＭへの評価から検討する。  
NAO は 2006 年 12 月に『子どもセンター』 Sure Start Children’ s 






















ディネートしなければいけない。（ NAO2006:p.15）  
○子どもセンターはその前身の違いにより多様な形で統治されている。例え
ば、（主流である）「確かな出発の地域プログラム」Sure Start Local Programme
を前身とするセンターは、パートナーシップ・ボードによって統治されてい
る が 、 そ れ は サ ー ビ ス を 提 供 す る す べ て の エ ー ジ ェ ン シ ー を 含 ん で い る 。
(NAO2006:p.16)  
○ DfES はコンソーシアム「子どもたちのために共に」 Together for Children
を指名した。これはセンターを計画したり、よい実践を普及させたり、 多機
関協働を進めたりして、地方当局を支援する組織である。また、そのコンソ






減じる。（ p.26）  
○ 2006 年子ども 法は 、幼児サー ビスの計 画をたて提 供する際 にボランタ リ
ー・セクターを含むよう地方当局に要求している。今回の調査では計画策定


































子どもセンターを運 営するにあたっての 問題を理解している と述べている。
（ NAO2006:p.24）  
○地方の人々との関係を確立しているすべてのコミュニティ組織とパートナ
ーシップを組めているわけではない。むしろ数少ない組織としかパートナー









次に、 OFSTED の二つの報告書、 OFSTED(2006)『学校と子どもセンタ
ー に お け る 拡 張 サ ー ビ ス 』  Extended Services in Schools and 
Children’s Centres  (http://dera.ioe.ac.uk/6131/1/extended2609. 
pdf 最終アクセス日： 2016 年４月 19 日 )と OFSTED(2009)『子どもとそ
の家庭への子どもセンターにおける統合的サービスのインパクト』  
The Impact of Integrated Services on Children and Their Families 
in Sure Start Children’s Centres（ http://dera.ioe.ac.uk/340/1/ 
The%20impact 最終アクセス日： 2016 年４月 19 日 )について分析する。 


























場となり、そこに参加した人々は所有意識を高めた。（ OFSTED2006:pp.8-9）  
・サービスを受けた人々はコミュニティを意識するようになり、ボランティ
アを始めたり学校理事となったり、また拡張サービスの提供者となった。  












































ターは持ち続けている」 (OFSTED2009:p.4)。  
・「サービスの統合は親や子どもの人生を変える。こうした成果は、以前の調
査でも、今回の調査 でもほとんどすべて のセンターで事例を 提供している」












































12.2.1 機関間の価値観や文化の相違  
 












ではなく、「 young person」や「 family」と言う語も異なった意味で用



























































調される。ここでビジョンとは単にパートナーシップの目的（ scope and 
purpose）だけではなく、精神的な価値の共有に基づいたものである」





















述べている。 Department for Education and Skills が Department for 





















































べての問題である (Cheminais,R.2007:pp.22-23)。  
 以上の記述から、ＥＣＭや拡張学校が学校や教員に求めている学校
観や教育観が理解できる。それは以下のようなものであろう。社会は




























12.2.2 ボランタリー組織の葛藤   















































































































筆者はこれらの点について、 2007 年５月、ミルボーン Dr. Linda 
















































































終章 本研究の成果と今後の展望  
 
 











13.1.1 脱物質主義と「第三の道」：  
ニューレイバーにおける複数の政策理念  
 
















ートン（ Frost,N. & Parton,N.2009)も子どものソーシャル・ケアサー
ビ ス と 社 会 的 排 除 を 考 え る 論 考 に お い て 次 の と お り 論 じ て い る


















































に依拠する」（丸山仁 2000b： 12-13 頁）利益政治であり、経済発展を
中心とする物質主義に基づく政治であった。また、レギュラシオン学
派の経済学者は、ケインズ主義的福祉国家も「すべての人が商品の消





























2) 複数の政策理念の構造   
英国新労働党は複数の理念をどのような構造において併存させてい
るのであろうか。これを論じるにあたって次のリドルとテットの議論













































府は人的資本 human capital への投資を行った。こうして 20 世紀末に




的資本 social capital やインクルージョンとも結びつけて捉えている
ことである。ここで社会的資本とは「人々が社会及びコミュニティの
ネ ッ ト ワ ー ク の 一 員 で あ る と 感 じ る 程 度 」 (Simon,C. & 
Ward,S.2010:p.7)であり、「人々が共通の目的を効果的に遂行すること
を可能にする社会生活の特徴、ネットワーク、規範、信頼関係と捉え
られる」  (Simon,C. & Ward,S.2010:p.7)。そして、「とりわけ社会的
経済的な困窮地域で政府が社会的資本に投資することは、個人が能力
を獲得するだけではなく、そうでなければアクセスできなかった機会























































































13.1.2 「民主主義の民主化」と「第三の道」：  
自立した個人がコミュニティ単位でつながりあって生きていく社会  
 








された ( 3 )。そしてこれらの学校は単体の学校としてではなく学校群と
して捉えられている。このことは、保守党政権において強調され労働
党政権にも引き継がれたニューライトの典型的な教育政策、学校を単
























































に入ると 1992 年のシティ・チャレンジ (City Challenge)や 1994 年の










ブ（ ABI:Area Based Initiative）」（今井 2005b:159 頁）の教育分野で
の取り組みがＥＡＺであった ( 6 )。そして、その後 2000 年代に入り、「 ABI
間の連絡・調整をはかるとともに、コミュニティ戦略の推進母体とな
る」(今井 2005b：180 頁 )ことを予定して、第五章でふれた地域戦略パ
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ートナーシップ（ Local Strategic Partnership）が推進される。  
それに対しＥＣＭはどうか。第十章で述べたとおり、子どもセンタ
ーには先行する三つのプロジェクトがあった。この中の中心的プロジ
ェクトであった「確かな出発の地域プログラム」（ Sure Start Local 
Programme： SSLP）について、「三点セット」を先取りした政策であっ
たことはすでに指摘したが、ここでは、 SSLP の地域基盤戦略としての
側面に焦点をあてる。ベルスキーら（ Belsky J. et al.(eds.) 2007）





家 庭 を 介 入 の 『 目 標 』 (targets)と し て 、 サ ー ビ ス が 提 供 さ れ た 」









も、コミュニティ基盤 community-based settings で子どもと家庭に良
きサービスを計画し提供するという仕事への関わりは続けられている」
（ Tunstill,J. & Allnock,D.2007:p.80、ベルスキー他 2013:91 頁）と
述べられているとおり、地域基盤のプロジェクトであるという性格は、




















































































































ブレアは「『第三の道』：新しい世紀の新しい政治」The Third Way: New 
Politics for the New Century(1998)で、「包摂的な社会というものは、
社会全体に対してと同様、個人と親たちにも義務を課す。個人と親た
ちがそれぞれの責任を果たせるよう、国家と市民社会がこれをよりよ
い 形 で 支 援 し て い く こ と は 、・ ・ ・ 現 在 の 重 要 な 課 題 で あ る 」

























働 を 指 摘 し た 。 そ し て 具 体 的 な 研 究 対 象 と し て 「 教 育 改 善 地 域 」







































































































































は第三党の自由民主党と連立をくみ、キャメロン D. Cameron 政権を誕
生させ、今日（ 2016 年４月）に至っている。その新連立政権は政権を
取るやいなや、2010 年５月に「大きな社会を建設する」Building the Big 
Society (https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/ 
attachment_data/file/78979/building-big-society_0.pdf 最終アク
セス日：2016 年４月 14 日）という政策文書を発表し、連立政権が展望
する国家・社会像を示した。そこでは、コミュニティやボランタリー














































































2005 年に大阪府で 2006 年には兵庫県、滋賀県で先行的な取り組みが始
められた。  
文部科学省の取り組みとしては、 2008 年度に「スクールソーシャル

















46 都道府県で配置されていたが、 2009 年度には 38 都道府県となり、
  
315 
公立小中学校への配置人数も 944 人から 560 人へと減少した（村上満
他 2011 参照）。ただし、文部科学省予算における配置見込み数は 2009



















は親自身の課題にも取り組む組織である ( 13 )。設置は努力義務とされて


























































































(2)  内閣発足時 2001 年 5 月の内閣支持率は NHK 政治意識月例調査によると 81％に達
した。http://www.nhk.or.jp/bunken/yoron/political/2001.html (最終アクセス日：2015




















か」(広田 2004：82 頁)。 




















Society が 1999 年 11 月に出版した The New European Left の第１章である。   
(8) 朝日新聞は 1997 年の４月より８ヶ月にわたって「成熟社会の素顔 欧州編」と題し、
















(9)  OECD は 50％、EU は 60％を用いている。 
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(10) 「子どもの貧困率」とは貧困ライン以下の世帯に属する子どもの割合を言う。 
(11)  子どもの相対的貧困率の推移は図註－１のとおりであり、増加し続けている。 
           
 
図註－１ 子どもの貧困率の年次推移  （％） 
「平成 25 年国民生活基礎調査」（厚生労働省）をもとに作成 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa13/dl/03.pdf （最終アク
セス日:2016 年４月７日） 
(12) その後 2008 年は「子どもの貧困元年」と言われる年となった。『週刊東洋経済』が
2008 年５月 17 日号で「子ども格差」と題する特集を組み、『週刊ダイヤモンド』も














(15)  各年度のテーマ及び発表者は次のとおりである。 
【2008 年度】テーマ「格差社会における教育機会と教育行政の課題」 



























































図註－２  子どもがいる世帯の相対的貧困率  （％） 
内閣府『平成 26 年版子ども・若者白書（全体版）』より作成 
 （http://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h26honpen/index.html） （最終アクセス
日：2016 年４月 23 日） 原典は OECD(2014) Family database “Child Poverty”  




図註－３ 「ひとり親家庭の貧困率」  
山野良一（2008）、40 頁より作成、 原典は OECD(2005) Society at Glance 

















ひとり親全体 働いていないひとり親 働いているひとり親 
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図註－４ 「家族関連社会支出の対 GDP の割合」  
山野良一 2008：49 頁より作成、原典は OECD2004：Social Expenditure Database 
 
 
図註－５ 「17 歳以下の相対的貧困率」 
  『文部科学白書』(2009)：11 頁、原典は OECD（2008）「Growing Unequal?」 
さらに我が国の家族関連社会支出の低さ以上に、図註－５は衝撃的でさえある。図




































  表註－１ 年齢階層別・再分配前・再分配後の貧困率 
 2010 2007 
再分配前 再分配後 削除（％） 再分配前 再分配後 削除（％） 
65歳以上(女) 64.43％ 22.79% 41.64% 61.21% 24.46% 36.75% 
65歳以上(男) 63.83% 15.07% 48.76% 61.65% 17.99% 43.66% 
20-64 歳（女） 21.21% 14.56% 6.64% 19.68% 14.03% 5.65% 
20-64 歳（男） 17.65% 13.72% 3.94% 15.82% 12.45% 3.37% 
20歳未満(女) 16.29% 15.81% 0.48% 14.78% 15.32% -0.53% 
20歳未満(男) 18.19% 16.74% 1.45% 12.92% 13.70% -0.77% 





(22)  相談対応件数の推移は次のとおりである。 
 
図註－６ 児童相談所での児童虐待相談対応件数 
※ 2010 年の数値は東日本大震災の影響により福島県は含まれていない。 
出典）厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000052785.html 





























  図註－７ 虐待による子どもの死亡人数 
厚生労働省『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について』第２次報告(2004 年)～第
11 次報告（2015 年）より作成。なお、2004 年から 2006 年までは１月１日から 12 月 31 日まで、
2008 年から 2013 年までは４月１日から翌年３月 31 日までの数値。2007 年については 2007 年１












































































































































設・事業者向け）（改訂版）」（2015 年 7 月）http://www8.cao.go.jp/shoushi/ 
shinseido/faq/pdf/jigyousya/handbook.pdf（最終アクセス日:2016 年４月７日）等
参照） 
(34) 今日でもそれは変わらない。内閣府 子ども・子育て本部 http://www.youho.go. 













ども・子育て支援新制度ハンドブック（施設・事業者向け）（改訂版）」（2015 年 7 月） 

























基づいて諸組織の支援を統合したサービスの提供」（山下 2008：81 頁）が目指される。 
③コミュニティの重要性 













れていた。さらに、この LEA もジョインド・アップ政府への志向の中で、2004 年子ど
も法 Children Act 2004 に基づき子ども福祉サービスと一体的な行政が行われている
（2004 年子ども法について詳しくは第九章参照）。 












































































































































(50) ただし、小堀は「多機関協働 Multi-Agency Working」という言葉を使用している
わけではない。 
(51) なお、小堀は「ブレアの言説における『コミュニティー』とは、たびたび『社会』
































19 世紀末、1930 年代恐慌、20 世紀末不況とし、20 世紀末不況を 1973 年ないし 1960
年代末以来としている。そして、フォーディズムの時期を 1945 年から 20 世紀末不況
の間に設定している。 

























































ルでは（可能ならば）存在すべきでない」（山口定 2004：248 頁）と述べている。 






(5)  この「第三の道」の議論については、Hirst,P. & and Bader,V.(eds.)(2001), 












































ン・ロールズ J.Rawls のものであり、第二のものはユルゲン・ハーバーマス J.Habermas






pp.33-34、ムフ 2006：52-53 頁）と述べている。 
(10) ただし、このムフの著書ではこうしたハーストの議論を「協同組合的社会主義」
associational socialism として論じている。 
(11) 他の二つは、①労働時間の削減、給与労働者間の再分配、②ベーシック・インカム
の支給である（Mouffe2000：p.126、ムフ 2006：190-191 頁）。 
(12)  ムフの主要な著書に、ラクラウ(Ernesto Laclau)との共著 Hegemony and Socialist 























(3)  同様の図表は他の文献にも見られる（例えば、武智秀之 1997：220 頁）。表３－１
はこうした図表を参照して作成した。 
(4)  我が国の職域福祉については藤田至孝他（1997）、谷川至孝(1998)参照。 
(5)  ここで「混合経済」とあるが、ジョンソンは、「福祉の混合経済」と「福祉多元主











   なお、ブレアは「『第３の道』：新しい世紀の新しい政治」で「活発なコミュニティ
やボランタリー組織を擁護し、そしてそれらが、必要ならばパートナーシップの中で
新しいニーズに対応できるよう成長を促すために、国家を enabling force として活用
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                            国家 





















































(3)  『特定非営利活動法人制度のしくみ』（内閣府大臣官房市民活動促進課、2012 年２
月 https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/201204_leaflet.pdf (最終アクセス








学省 2007  http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/houshi/07101511.htm 最終アク
343 
セス日：2016 年 4 月 10 日、岡田章宏 2003 等参照) 





Organisation)の新設（雨宮孝子 2004、中島智人 2007、等参照） 
(6)  2006 年のチャリティ法の改正まで、登録審査における公益目的の有無の判断は、
1601 年の公益ユース法の前文に書かれている公益性の例示やその後の判例法に基づ






(8)  Office of the Third Sector： サードセクターの社会や経済に果たす重要性を認
識し、サードセクターによる公共サービスの供給、社会的企業の推進、コミュニティ
の強化等を目的として 2006 年５月に内閣府内に設置された。サードセクターへの資金
の提供も行っており 2008-9 年度には 5 億 1500 万ポンドを提供した。2010 年の連立政
権誕生後、Office for Civil Society と改名されている。 
(9)  第四章参照 
(10)  同様の定義は 2006 年の年鑑 The UK Voluntary Sector Almanac 2006 (2006) 『ア
ルマナック 2006』（pp.53-54）や 2010 年の年鑑 The UK Civil Society Almanac 2010






















(16) 1996 年のディーキン委員会報告以降 2008 年までのコンパクトにかかわる経緯につ
いては、The History of the Compact 1998 to 2008: the first 10 years (Compact Voice)
等、参照。 
(17) しかし、その基本的な構成はほぼ共通しており、共有原則 shared principle、資金
funding、協議 consultation、実施 implementation、といった項目から構成されてい











われる」（金川幸司 2007：56 頁）。 
 
第六章 
(1)  この統合について、『アルマナック 2014』は、2007 年にチャリティ委員会がチャリ
ティの管理方法を改定したためであり、経済状況とは無関係であるとしている（『アル
マナック 2014』：p.25）。 
(2)  NCVO の 2009 年の冊子によると 2006/07 年度において、それぞれの政府機関からの
収入の割合は次のとおりである。地方政府：50.0％、中央政府（NHS を含む）：44.7％、
ヨーロッパ及び国際機関：5.3％（NCVO2009c：６節）。 






(4)   2006 年のアルマナックは一般チャリティの収入のソースを「個人」、「公共セクタ
ー」、「投資収入等」、「一般チャリティ」、「営利民間」に分類している。 












収入の 74.9％が年間収入 100 万ポンド以上の一般チャリティが受け取っており、年間




図註－９ 一般チャリティの収入のタイプ（規模別）  （％）  2007/2008 年度 










































る」(HM Treasury & Cabinet Office2007:p.85)。「サードセクターへの短期の資金提
供は長期で継続的な計画の作成を妨げる・・・３年間の資金提供が例外ではなく基準
とされるべきである」(HM Treasury & Cabinet Office2007:p.91) 
(10) なお、連立政権成立後 2011/12 年度の「スタッフを雇用している組織の割合（％）」
は、年収￡100 万～1000 万の組織：86%、￡1000 万以上：86％、￡1 万～10 万：５％、
















(1)   宇都宮深志編（1990）、岡山勇一・戸澤健次（2001）、豊永郁子（1998）等参照 




(4)  唯一国家が統制した教育分野は宗教教育であった。 
(5)  窪田の調査によると、入学希望者が定員を超えた場合のよくとられる選考基準は以
下のとおりである。医療的条件、通学区内居住、兄姉が在籍中か過去に在籍、学校ま
での距離 （窪田 1993：199 頁） 
(6)   1988 年教育改革法に先立つ 1980 年教育法によって、通学区制度をとっていても保
護者は学校選択に関する希望を表明することができた。 
(7)  なお、各学校に配分される予算の、学校経営にかかる経費全体に占める割合＝予算











































表註－２ 学校理事会の構成   出典）窪田眞二(1993)：p.181 
学校規模 親代表 地方教育当局代表 教員代表（含校長） 他  計 
600 人以上 ５ ５ ３ ６ １９ 
300～599 人 ４ ４ ３ ５ １６ 
100～299 人 ３ ３ ２ ４ １２ 
100 人未満 ２ ２ ２ ３ ９ 
























(1)  EAF や EAZ のプログラムについては次節で詳説する。 











(5)  他の OfSTED の報告書も手厳しい。例えば OFSTED(2001), Education Action 
Zones: commentary on the first six zone inspections  
（http://dera.ioe.ac.uk/4518/1/Education 最終アクセス日：2016 年４月 16 日） 








た、と述べている(Hallgarten,J. & Watling,R.2001:p.152)。 
(8)  さらにホールガートンとワトリングの言及はこの文脈において次のとおり
OFSTED にも及ぶ。2000 年９月から OFSTED がＥＡＺを査察するようになった。
OFSTED は自身の基準でＥＡＺを査察することができたが、「学校ガバナンスの刷新、















(1)   そのような予防的な取り組みが国家財政的にも節約になるという。例えば、10 才で
問題であった子どもは 28 才までに７万ポンドの負担を国家財政に担わせ、その額は
そうでない子どもの 10 倍に上るという(HM Treasury2003:p.14)。また、このような
予防的な支援にとって、就学前の取り組みと中等教育初期の取り組みが大切であると
している(HM Treasury2003:p.20)。 
(2)   この二つの例について下のような図が示されている。 
 
 














図註－11 無料給食(Free School Meals)受給と子どもの成績 （％） 
(HM Treasury2003:p.20) 






療法士 speech and language therapist、ラーニングメンター、学校スタッフ、学校ナ
ース、ボランティア、薬物依存専門家。 
(6)   地方政府への介入には地方サービスの競争入札や民営化も含まれる (HM 
Treasury2003:p.78)。 
(7)   例えば、ソーシャルワーカーの労働力不足（定数より 11％不足）や児童養護施設
children’s home の労働者の有資格者不足等が指摘されている。 
(8)    ビクトリア・クランビエ調査報告については、Lord Laming(2003)、Waterman,C.& 
Fowler,J.(2004)、櫻谷眞理子(2009)を参照 
(9)  コネクションズ・サービスとは 16 歳以降の若者の NEET(not in education, 
employment or training)問題を背景に、2000 年学習技能法 Learning and Skills Act 







































(19) 査察の枠組みは他の査察機関と協議の上 OFSTED が作成する。 




















(26) コミッショニング commissioning とは、資金提供のための以下のプロセスをいう。
ニーズの査定、獲得できるリソースの特定、サービス提供のアレンジメント、サービ































理論の影響が大きかったとされる（埋橋玲子 2007：80 頁）。 












(7)  就学前教育については、2006 年現在、３・４歳児に週 12.5 時間、年間 38 週の教
育が無料で提供されているが、週 15 時間の就学前教育の提供が子どもセンターで可
能かどうかを問うた質問では、83％のセンターが可能と回答している。 


















(4)  表註－３ 初等学校における拡張サービス提供と困窮による地域差 
  BMRB2006:p.15 
放課後の保育・活動 初等学校全体 ９１ 
          FSM が 25％以上の初等学校 93 
          FSM が 25％以下の初等学校 91 
放課後の保育・活動 30％困窮地域の初等学校 93 
          30％困窮地域以外の初等学校 91 
 BMRB によると放課後の保育・活動については上のとおりであり、BMRB は放課
後の保育・活動については困窮にかかわる地域差はほとんどないと指摘している。  
(5)  BMRB2006: p.47 





いる。National Remodelling Team は拡張サービスの発展のために、Training and 
Development Agency for Schools（法定組織）のもとに 2003 年に編成された組織で
あり、教員やその他スタッフの育成や労働条件の改善に取り組んでいる。 
(7)  本聞き取り調査は筆者がアレンジし、吉原美那子氏（高崎経済大学）と伴に行った。  













判が拡張学校には常にある。Introducing The Cambridge Primary Review  (p.38)。 
 
第十二章 














(3)   2004 年子ども法 Children Act 2004 に基づいて、情報の共有制度であるコンタクト









(5)  多機関協働における文化の共有について、他にもリドルとテット（Riddell,S. & Tett, 


































(2)  EAZ と ECM の違いとして、以下で述べる外にも ECM は EAZ ほど資金を民間営
利組織に求める政策ではなかったことが指摘できる。 
(3)  宮腰英一研究代表(2001)『イギリスの「教育困難校」の再生施策にみる公教育施策
の転回』（平成 11 年度～12 年度科学研究費補助金研究成果報告書） 
(4)  第七章参照   
(5)  これらのクラスター内のセンターがどのような連携を行っているのか、残念ながら
調査はできていない。ただ、物理的な距離で言うと、実際に歩いてみてわかったこと
だが、クラスター内のセンターは徒歩で 30 分もかからない近距離にある。 
358 
(6)  多くの研究がこの点を指摘している。例えば、ディクソン他(Dickson,M. et al. 2002)
は次のとおり述べている。「Employment Zones、Health Action Zones、New Deal for 
Communities 等、多くのニューレーバーの政策と同様、EAZ は社会的な困窮地域内
の複合的な社会問題に統合的な解決を求める area-based initiatives である」




































(10)  この「大きな社会を建設する」で述べられている項目は次のとおりである。 
１．コミュニティにもっと大きな権限を与える 
  ２．コミュニティで活発な役割を果たすよう人々に促す。 
  ３．中央政府から地方政府への権限委譲   
４．協同組合、共済組織、チャリティ、社会的企業を支援する。 
  ５．政府データを公開する。 
(11)  新連立政権が成立するやいなや、労働党時代の子ども・学校・家庭省は教育省
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